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はじめに 

 

日本における自動車の定期点検や車検等による整備作業は、路上故障の未然防止など自動車

の安全確保等に重要な役割を果たしています。 

一方で、アジア地域をはじめとする諸外国では自動車の保有台数が大幅に伸びている中、車

検等の制度整備や、故障の未然防止に繋がる点検整備に関する技能、技術の習得ニーズが高ま

っています。 

このニーズに対応するため、平成 28年 4月に外国人を日本で一定期間に限り受け入れ、ＯＪ

Ｔを通じて技能、技術又は知識の開発途上地域等への移転を図ることを目的とする外国人技能

実習制度の職種に自動車整備が追加されるとともに、一般社団法人日本自動車整備振興会連合

会において外国人自動車整備技能実習評価試験を創設されました。 

 

更に、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るため、技能実習に関し、基

本理念を定め、国等の責務を明らかにするとともに、技能実習計画の認定及び監理団体の許可制

度を設けこれらに関する事務を行う外国人技能実習機構を設ける等の所要の措置を講ずる「外

国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下、「技能実習法」という。）

が平成 29年 11日 1日に施行されたところです。 

 

技能実習法第 54条では、事業所管大臣は、当該事業所管大臣及びその所管する特定の業種に

属する事業に係る実習実施者又は監理団体を構成員とする団体その他の関係者により構成され

る協議会を組織することができるとされていることから、自動車整備職種に係る外国人技能実

習制度の適正な運用を確保するため、平成 30年 2月に外国人技能実習制度自動車整備事業協議

会（以下「協議会」という。）を設置し、外国人技能実習生の受入の実態調査を行うとともに、

実習実施者（自動車整備工場）における技能実習及び監理団体による監理のあり方について協議

の上、検討した内容を踏まえ自動車整備技能実習ガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）

を策定したところです。 

 

本ガイドラインでは、実習現場での知識・技能の修得レベルの標準化を図ることが技能実習

中の事故や技能実習生に対する不適切な取扱いを防止するため、技能実習生が修得すべき整備

作業の内容や技能実習生の保護のために監理団体及び実習実施者（整備工場）が配慮すべき事

項を示しています。 

自動車整備職種における外国人技能実習制度が適正に運用されることで、技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護はもとより、技能、技術又は知識の開発途上地域等への移転を適切

に図るために、本ガイドラインを活用していただければ幸いです。 
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１．ガイドラインについて【監理団体】《実習実施者》 

（１）目的 

外国人技能実習制度が適正に運用されることで、技能実習の適正な実施及び技能実習生の

保護はもとより、技能、技術及び知識の開発途上地域等への移転が適切に図れます。 

特に、実習現場での知識・技術の習得レベルを定義することで、現場レベルでの差異を極力

解消することが必要と考えます。 

このため、技能実習生を受け入れる監理団体、技能実習計画に基づいて技能実習を行う実習

実施者（自動車整備工場）及びＯＪＴにより技能実習指導を受ける技能実習生の保護を対象と

した手引きを作成し『推奨』することで、自動車整備職種における技能実習の適切な運営を図

ることを目的としています。 

 

（２）対象 

受け入れ機関は、日本の企業等が海外の現地法人、合併企業や取引先企業の職員を受け入れ

る「企業単独型」と非営利の監理団体（事業協同組合、商工会等）が技能実習生を受入れ、傘

下の企業等で技能実習を実施する「団体監理型」の 2種類に区分されます。 

「企業単独型」については、自動車整備事業では、受入れが見受けられないこともあり、こ

こでは「団体監理型」を対象としています。 

なお、今後、受入れが見受けられる場合には「企業単独型」も対象として協議することとし

ます。 

  

（出典：法務省・厚生労働省 「新たな外国人技能実習制度について」） 
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２．技能実習生に修得等させる自動車整備作業《実習実施者》 

技能実習を行わせようとする者を実習実施者といいます。実習実施者は技能実習生に対し

て、移行対象職種・作業で必ず行う業務（必須業務）と必須業務に関連して行われる業務等（関

連業務・周辺業務）を修得させることとなります。 

 

（１）必須業務 

①自動車整備作業 

第一号から第三号技能実習生に修得等させる整備作業内容の目標として、どの時期までに修

得することが望ましいかを一覧表として整理しています。 

 

（目標） 

I. 内容を理解する 

II. 作業を経験する 

III. 自分の判断で実施できる 

 ⅰ）自動車点検整備作業 ⅱ）自動車分解整備作業 ⅲ）故障診断作業 

I.  II.  III.  I.  II.  III.  I.  II.  III.  

第一号技能実習生 ○ ○ △ △      

第二号技能実習生 ○ ○ ○ ○ ○ △    

第三号技能実習生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ 

（△は一部が該当） 

 

1.) 第一号技能実習生（入国から１年目） 

ⅰ）自動車点検整備作業が対象となります。 

具体的には、法定点検に定める点検を自らが判断できること及びそれに基づく整備の補助が

目標であり、軽作業であるタイヤ交換やオイル交換などについても一通り経験することが望ま

しいです。 

ここでは、ⅱ）自動車分解整備作業のレベルは求めていませんが、日常点検の実施に際して、

特に注意して点検する箇所及び整備が伴う場合に使用する工具、交換部品等についても合わせ

て指導することにより、次のステップへ繋がりますので、これらの点についても配慮すべきで

す。 

なお、日常点検の点検内容は、自動車点検基準（昭和 26年運輸省令第 70号、以下「自動車

点検基準」という。」）第１条において、車種ごとに定められていますので、実習実施者は該当

する車種の点検項目を確認してください。ここでは、「自家用乗用自動車等」を例として掲載し

ています。 
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［自家用乗用自動車等の日常点検基準の例］ 

点検箇所 点検内容 

１ ブレーキ １ ブレーキ・ペダルの踏みしろが適当で、ブレーキの効きが十分である

こと。 

２ ブレーキの液量が適当であること。 

３ 空気圧力の上がり具合が不良でないこと。 

４ ブレーキ・ペダルを踏み込んで放した場合にブレーキ・バルブからの

排気音が正常であること。 

５ 駐車ブレーキ・レバーの引きしろが適当であること。 

２ タイヤ １ タイヤの空気圧が適当であること。 

２ 亀裂及び損傷がないこと。 

３ 異状な摩耗がないこと。 

（※１）４ 溝の深さが十分であること。 

（※２）５ ディスク・ホイールの取付状態が不良でないこと。 

３ バッテリ （※１）液量が適当であること。 

４ 原動機 （※１）１ 冷却水の量が適当であること。 

（※１）２ ファン・ベルトの張り具合が適当であり、かつ、ファン・ベ

ルトに損傷がないこと。 

（※１）３ エンジン・オイルの量が適当であること。 

（※１）４ 原動機のかかり具合が不良でなく、かつ、異音がないこと。 

（※１）５ 低速及び加速の状態が適当であること。 

５ 灯火装置及び

方向指示器 

点灯又は点滅具合が不良でなく、かつ、汚れ及び損傷がないこと。 

６ ウインド・ウ

ォッシャ及びワイ

パー 

（※１）１ ウインド・ウォッシャの液量が適当であり、かつ、噴射状態

が不良でないこと。 

（※１）２ ワイパーの払拭状態が不良でないこと。 

７ エア・タンク エア・タンクに凝水がないこと。 

８ 運行において

異状が認めら

れた箇所 

当該箇所に異状がないこと。 

○１ （※１）印の点検は、当該自動車の走行距離、運行時の状態から判断した適切な時期に行う事で足りる。 

○２ （※２）印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。 

（出典：「自動車点検基準 第１条 別表第２」より作成） 

 

2.) 第二号技能実習生（入国から２年～３年目） 

ⅰ）自動車点検整備作業に加えⅱ）自動車分解整備作業が対象となります。 

第一号技能実習での技能、技術及び知識の修得等の状況を確認しながら、次のステップであ

るⅱ）自動車分解整備作業に進みます。 

ここでは、かじ取り装置、制動装置、走行装置などについて、法定点検に定める定期点検を

技能実習生自ら実施し、整備できることが目標となります。 

実際に自動車の重要部品を点検・分解・整備作業を実施することとなりますので、段取りを

含め、各装置の点検手法、構造、使用する工具やその取扱いを指導することが重要となります。 

また、定期点検で実施される点検を、実習実施者の指導のもと、一通り経験していることが
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望ましく、例えば、第二号技能実習の１年目は１年ごとの点検の項目を経験し、２年目には２

年ごとの点検の項目を経験するなどの方法が考えられます。 

更に、車検についても、１年目で一通りの作業を経験し、２年目には技能実習生自らの判断

により作業できるようになることが、より望ましいです。 

なお、定期点検の点検内容も、日常点検と同様に、自動車点検基準第１条において、車種ご

とに定められていますので、実習実施者は該当する車種の点検項目を確認してください。ここ

では、「自家用乗用自動車等」を例として掲載しています。 

 

［自家用乗用自動車等の定期点検基準の例］ 

点検箇所 １年ごと ２年ごと 

かじ取り装置 

 ハンドル  操作具合 

ギヤ・ボックス  （※１） 取付けの緩み 

ロッド及びアーム

類 

 （※１）１ 緩み、がた及び損傷 

２ ボール・ジョイントのダス

ト・ブーツの亀裂及び損傷 

かじ取り車輪  （※１） ホイール・アライメント 

パワー・ステアリ

ング装置 

ベルトの緩み及び損傷 １ 油漏れ及び油量 

（※１）２ 取付けの緩み 

制動装置 

 ブレーキ・ペダル １ 遊び及び踏み込んだとき

の床板とのすき間 

２ ブレーキの効き具合 

 

駐車ブレーキ機構 １ 引きしろ 

２ ブレーキの効き具合 

 

ホース及びパイプ 漏れ、損傷及び取付状態  

マスタ・シリン

ダ、ホイール・シ

リンダ及びディス

ク・キャリパ 

液漏れ 機能、摩耗及び損傷 

ブレーキ・ドラム

及びブレーキ・シ

ュー 

（※１）１ ドラムとライニ

ングとのすき間 

（※１）２ シューの摺動部

分及びライニング

の摩耗 

ドラムの摩耗及び損傷 

ブレーキ・ディス

ク及びパッド 

（※１）１ ディスクとパッ

ドとのすき間 

（※１）２ パッドの摩耗 

ディスクの摩耗及び損傷 

走行装置 

 ホイール （※１）１ タイヤの状態 

（※１）２ ホイール・ナッ

ト及びホイール・

ボルトの緩み 

（※１）１ フロント・ホイー

ル・ベアリングのがた 

（※１）２ リヤ・ホイール・ベ

アリングのがた 
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点検箇所 １年ごと ２年ごと 

緩衝装置 

 取付部及び連結部  緩み、がた及び損傷 

ショック・アブソ

ーバ 

 油漏れ及び損傷 

動力伝達装置 

 クラッチ ペダルの遊び及び切れたと

きの床板とのすき間 

 

トランスミッショ

ン及びトランスフ

ァ 

（※１）油漏れ及び油量  

プロペラ・シャフ

ト及びドライブ・

シャフト 

（※１）連結部の緩み 自在継手部のダスト・ブーツの

亀裂及び損傷 

デファレンシャル  （※１）油漏れ及び油量 

電気装置 

 点火装置 （※１）（※２）１ 点火プラ

グの状態 

２ 点火時期 

３ ディストリビュータの

キャップの状態 

 

バッテリ ターミナル部の接続状態  

電気配線  接続部の緩み及び損傷 

原動機 

 本体 １ 排気の状態 

（※１）２ エア・クリー

ナ・エレメントの

状態 

 

潤滑装置 油漏れ  

燃料装置  燃料漏れ 

冷却装置 １ ファン・ベルトの緩み及

び損傷 

２ 水漏れ 

 

ばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散防止装置 

 ブローバイ・ガス

還元装置 

 １ メターリング・バルブの状態 

２ 配管の損傷 

燃料蒸発ガス排出

抑止装置 

 １ 配管等の損傷 

２ チャコール・キャニスタの詰

まり及び損傷 

３ チェック・バルブの機能 

一酸化炭素等発散

防止装置 

 １ 触媒反応方式等排出ガス減少

装置の取付けの緩み及び損傷 

２ 二次空気供給装置の機能 

３ 排気ガス再循環装置の機能 



 

6 

 

点検箇所 １年ごと ２年ごと 

４ 減速時排気ガス減少装置の機能

５ 配管の損傷及び取付状態 

エグゾースト・パイプ

及びマフラ 

（※１） 取付けの緩み及び

損傷 

マフラの機能 

車枠及び車体  緩み及び損傷 
○１ 道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 61 条第２項の規定により自動車検査証の有効期間を３年とされた自動車にあっては、２

年目の点検は１年ごとの欄に掲げる基準によるものとし、３年目の点検は２年ごとの欄に掲げる基準によるものとする。 

○２ （※１）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が１年当たり５千キロメートル以下の自

動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該点検を行わなかつた場合を除き、行わないことができる。 

○３ （※２）印の点検は、点火プラグが白金プラグ又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことができる。 

（出典：「自動車点検基準第２条 別表第６」より作成） 

 

3.) 第三号技能実習生（入国から４年～５年目） 

最終ステップであるⅲ）故障診断作業も加わり全ての作業が対象となります。 

第一号技能実習ではⅰ）自動車点検整備作業を、第二号技能実習ではⅱ）自動車分解整備作

業を指導してきましたが、最終ステップに入る前に今一度、技能、技術及び知識の修得等の状

況を確認することが望まれます。 

具体的には、ⅰ）ⅱ）の点検内容を理解しているか、点検作業を一通り経験しているか、技

能実習生自らの判断により実施できているかを確認する必要があると考えます。 

ここでは、ⅰ）ⅱ）に加え、自動車の故障診断を教育しますので、基本的な技能、技術及び

知識を修得等していないと、自動車の故障診断を的確に行えないものと考えます。 

また、各装置の故障診断は液漏れ、異音、異臭など「目視」によるもの、排ガステスタ等を

使用する「テスタによる診断」がありますので、特に注意すべき事項等を含め、どの場合にど

のような診断を実施するのかを理解させることが目標となります。 

 

②安全衛生業務 

適正かつ、安全に技能実習を行うためには、技能実習生に対して、安全衛生に関する教育を

行う必要があります。 

 

1.) 雇入れ時等の安全衛生教育 

技能実習生は、入国前又は入国後講習において、国土交通大臣が指定する教材を使用し

て、自動車整備作業に関する基礎的な知識を修得等させるための講習を受講しています。 

一方、実際に業務を行う実習実施場所の形態は様々であるため、実態にあった安全衛生教

育（作業工具、設備及び危険箇所等）を行うことが、適正かつ、安全な技能実習に繋がるこ

とから、改めて雇入れ時等に安全衛生の教育を実施する必要があります。 
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［国土交通大臣が指定する教材］ 

・基礎自動車整備作業 

・外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本 

 

2.) 作業開始前の安全確認作業 

安全作業の第一歩として、日頃から安全意識を心掛けることが重要となります。このために

も、作業開始前と安全確認作業としてⅠ.正しい作業服装、Ⅱ．設備の正しい作業方法の確認

等について指導する必要があります。 

 

Ⅰ. 正しい作業服装 

災害の防止、整備作業の能率向上のためにも、次の点に配慮する必要があります。 

・身体にあったものであること。 

・破れやほころびは、すぐに繕っておくこと。 

・常に清潔に保ち、特にオイルなどの付着がないこと。 

・各ボタンは確実に掛けておくこと。 

・やむを得ず腕をまくる場合は、肌の露出を最小限にすること。 

また、作業帽は必ず清潔なものを着用するとともに、履物は、災害防止のために安全靴を

使用する必要があります。 

更に、作業服、安全靴、帽子をきちんと身につけることで身も心も引き締め、作業者の安

全と衛生を守ることに繋がります。 

 

Ⅱ.設備の正しい作業方法の確認等 

作業開始前に、設備の正しい作動を確認することは、災害防止の観点からも、大変重要

な作業となります。 

また、作業開始前に設備の確認作業を行うことにより、より早く設備の操作を覚えるこ

とにも繋がります。 

作業別の日常点検・作業前確認については、「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全

衛生教本」に整理されています。主な内容は次のとおりです。 

作業名 日常点検・作業前確認 

リフト作業 

（２柱、４柱、プレートタイプ） 

 異音がなくスムーズに昇降すること。 

 シリンダ部からのオイル漏れ、にじみがないこと。 

 安全ロックがスムーズかつ確実に作動すること。 

 操作スイッチは節度感があり確実に作動すること。 

 受け台に曲がり、亀裂、損傷がないこと。 

ガレージ・ジャッキ、パンタグラ

フ・ジャッキ作業 

 油圧バルブがスムーズに作動し、オイル漏れがないこ

と。（油圧式） 

 エア・バルブがスムーズに作動し、エア漏れがないこ
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作業名 日常点検・作業前確認 

と。（エア式） 

 受け金に曲がり、亀裂、破損がないこと。 

 一定時間、高さを保持できること。 

 車輪が円滑に動くこと。 

ミッション・ジャッキ作業  受け台の損傷がないこと。 

 シリンダからのオイル漏れ、にじみがないこと。 

 受け台がスムーズに昇降すること。 

 昇降ペダル及びタイヤがスムーズに可動すること。 

ホイスト、チェーン・ブロック作

業 

 チェーンの切れや開きがないこと。 

 ギヤ部分がスムーズに可動すること。 

 フックの曲がりがないこと。 

ホイール・バランサ作業  回転の異常、作動時の異音を確認すること。 

タイヤ・チェンジャ作業  ターン・テーブルの回転がスムーズで異音がないこと。 

 アーム、クランプがスムーズに可動すること。 

 エア漏れがないこと。（エア式） 

（出典：「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」） 

 

3.) 整理・整頓・清掃・清潔・習慣の遵守 

職場で発生した色々な災害の事例をみると、整理・整頓・清掃・清潔が徹底されていなかっ

たことが原因であった例が非常に多く、整理・整頓・清掃・清潔の徹底している職場は、災害

発生が少ないです。 

また、整理・整頓・清掃・清潔を行うことで、職場環境が清々しく、仕事の能率を向上させ

る効果も見込まれることから、重要な要素になります。整理・整頓・清掃・清潔を実行するた

めには 

・作業手順をよく考えて工具などを整理しておくこと。 

・工具などを使用した場合は、必ず元に戻すこと。 

・不必要な工具などは片付けること。 

以上の３つが基本といわれており、常にこれらを習慣として身に付け、日常の作業の過程で、

整理・整頓・清掃・清潔を行うことが重要となりますので、散らかさないように作業しながら

片付けていくという作業方法を習得させる必要があります。 

 

4.) 作業者間の安全確認作業 

技能実習生との共同作業などにおいて、お互いがその業務における動作ルールに沿って行

わなかった場合、重大事故や大事故に繋がることも考えられますので、作業手順・役割・合図

の方法などを予め技能実習生に指導する必要があります。 

事故防止のための作業別の注意点については、「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全

衛生教本」にイラスト入りで詳しく解説されています。主な作業内容は次のとおりです。 
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(ア) リフト作業 

(イ) ガレージ・ジャッキ、パンタグラフ・ジャッキ作業 

(ウ) ミッション・ジャッキ作業 

(エ) ホイスト、チェーン・ブロック作業 

(オ) ホイール・バランサ作業 

(カ) タイヤ・チェンジャ作業 

(キ) タイヤ交換作業 

(ク) グラインダ、ボール盤作業 

(ケ) 洗車、洗浄作業 

(コ) 検査ライン作業 

(サ) ピット作業 

(シ) 大物コンポーネント交換、脱着作業 

(ス) キャブチルトの操作 

(セ) 電気関連装置作業 

(ソ) バッテリの取扱い 

(タ) 溶接、溶断作業 

(チ) その他整備作業 

(ツ) 板金塗装作業 

（出典：「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」） 

 

5.) 保護具及び安全標識・装置の確認作業 

自動車整備作業では、適切な保護をしなければ肺などの人体に悪影響を及ぼすおそれがあ

るため、専用のマスクやヘルメットなどの保護具の装着を習慣づける必要があります。 

保護めがねや防じんマスク等の保護具の重要性や適切な装着により、大部分の事故防止に

繋がることを技能実習生が理解できるよう指導する必要があります。 

また、事故防止の観点から、危険な作業スペースについては、技能実習生に指導するとと

もに、立ち入らないための安全標識の掲示をする等の配慮が必要となります。 

 

6.) 自動車整備作業における事故・疾病予防 

自動車整備作業における事故・疾病は、次の原因が考えられますので、実習実施場所ごと

に、しっかりとした予防対策をたてる必要があります。 

区分 原因 概要 

事故 物的原因 機械設備や工具などの物体だけではなく、可燃物、爆発物、ガ

ス、蒸気、電気など、人間に危害を与えるものがあり、広い意味

で、作業環境などもこれに含まれます。 

人的原因 作業者の過労、誤った動作、作業の不慣れ、危険な行為、不注

意、心理的不安定などが、災害の原因となります。 

複合的な原因 災害が最も起こりやすい条件は、物的原因と人的原因が重なり合

う場合です。 
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区分 原因 概要 

疾病 粉じん 微細な粉じんを長い間吸い続けると、肺に慢性的な障害が起こり

ます。これをじん肺といい、さらに悪化した場合には肺がんにな

るおそれがあり、職業病の一つとして、法律でもその対策が出さ

れています。 

有機溶剤 有機溶剤の蒸気を吸収したり、手や指などから体内に入り込んだ

りして起こる中毒症状はその溶剤の種類によって異なりますが、

一般的な慢性症状としては、頭痛、不眠、めまい、神経痛などの

症状を呈し、多量吸入時の急性症状としては、頭痛、めまいを起

こし、意識を喪失したりします。 

（出典：「基礎自動車整備作業」（平成 30年 3月発行版）） 

 

7.) 自動車整備関連機器及び油脂類等の安全作業 

自動車整備作業では、エンジン点検作業や給油作業において、エンジン・オイルや各種グ

リース等の油脂類を取り扱うことがあり、それぞれ関連機器を扱うことになります。 

「基礎自動車整備作業」で油脂類等を扱う際の機器に関する取扱方法について記載されて

いますので、実習実施者が作業に伴い使用する機器等について、安全確認作業を行う必要が

あります。 

また、排水中の油脂類は工場排水の公害問題となります。特に、エンジンや下回りなどの

洗浄作業では、排水中に油脂類が混入して流出するので、必ず、排水浄化装置により油脂類

を除去するよう指導する必要があります。 

 

8.) 労働衛生上の有害性を防止するための作業 

6.）自動車整備作業における事故・疾病予防でも示していますが、自動車整備作業におい

ては、特に粉じんや有機溶剤に対する対策が重要となりますので、次の点に注意し、有害性

を防止する作業を実施してください。 

粉じん 整備工場でクラッチ・ディスクやブレーキ・ライニングなどの整備作業を行う

場合には、摩耗した粉じんを吸い込まないような方法で作業する必要がありま

す。粉じんを飛散させず、集めることのできる機器も広く使われていますが、機

器を使用しない作業方法としては、水による洗車、水に濡らしたウエスで拭き取

るなどにより、粉じんを飛散させないような作業をとるべきです。 

有機溶剤 有機溶剤の中で、自動車整備に関係が深いのは、塗装作業に使用するシンナで

すが、これについては蒸発を防ぐよう保管を確実にし、作業場の換気をよくし

て、安全衛生に気を配る必要があります。 

また、密閉された室内で塗装作業を従事する場合は、必ず、保護衣及び有機ガ

ス・マスクを着用しなければなりません。 

（出典：「基礎自動車整備作業」（平成 30年 3月発行版）） 
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9.) 異常時の応急措置を修得するための作業 

技能実習にあたり、技能実習生の保護の観点から、作業中に作業機器等による事故があっ

た場合や地震等の天変地異が発生した場合に、迅速に対応・避難ができるよう、日頃から応

急処置訓練や避難訓練を実施・指導する必要があります。 

 

（２）関連業務・周辺業務 

①関連業務・周辺業務 

関連業務とは、必須業務に関連して行う業務であって、修得等させようとする技能、技術及

び知識の向上に直接又は間接に寄与する場合には、業務として実施させることができます。 

また、周辺業務とは、必須業務に関連して通常携わる業務を指します。 

次に示す関連業務・周辺業務内容を確認し、技能実習として実施させるか検討する必要があ

ります。また、本来行うべき技能実習が行われず、例えば洗車作業のみをさせることは絶対に

してはいけません。  

① 関連業務 

・部品番号検索・部内発注作業 

・車枠車体の整備調整作業 

・ナビ・ETC等の電装品の取付作業 

・自動車板金塗装作業 

② 周辺業務  

・洗車作業 

・下廻り塗装作業 

・車内清掃作業 

・構内清掃作業 

・部品等運搬作業 

・設備機器等清掃作業 

（出典：厚生労働省ＨＰ 「自動車整備職種（自動車整備作業） 審査基準」） 

 

②関連業務・周辺業務における安全衛生業務 

関連業務・周辺業務を行う場合においても、適正かつ安全に技能実習を行うため、技能実習

生に対して、安全衛生に関する教育を行う必要があります。 

教育する内容は、２．（１）②必須業務における安全衛生業務と同内容となります。 

 

（３）危険又は有害な業務における安全衛生 

整備事業者は、従業員を「厚生労働省令で定める危険又は有害な業務（特別教育を必要とす

る業務）」に従事させるときは、その業務に関する安全及び衛生のための特別な教育を行わな

ければなりません。 

また、政令で定める「危険業務（就業制限に係る業務）」を実施する場合においても、都道
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府県労働局長の免許を受けた者又は技能講習を修了した者などの資格を有する者でなければ、

その業務に従事できないとされています。 

この取扱いは、技能実習生が（１）必須業務、（２）関連業務・周辺業務を行う場合も例外

ではなく、危険又は有害な業務を行わせる場合は、特別教育や技能講習の受講が必要になりま

す。 

自動車整備作業に関する特別教育を必要とする業務、就業制限に係る業務については、主な

内容は次のとおりであり、「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」にも記載さ

れています。 

参考資料４として、特別教育を必要とする業務、就業制限に係る業務の参照条文及び一覧表

を掲載しておりますので、参考としてください。 

なお、行わせようとする作業内容が特別教育を必要とする業務、就業制限に係る業務に該当

するか判断できない場合には、必ず、厚生労働省都道府県労働局へ確認してください。 

 

［自動車整備作業に関連する特別教育や技能講習の受講等の例］ 

主な特別教育を必要とする業務 

及び就業制限に係る業務 
主な作業内容例 免許・資格・特別教育 

アーク溶接 
溶接、溶断作業 

免許・資格が必要 

ガス溶接 

フォークリフト フォークリフトによる運搬作業 

ホイストクレーン ホイストクレーンによる積卸作業 

玉掛け作業 つり上げ能力 1t以上のクレーンによ

る積卸作業 

危険物取扱 一定数量以上の危険物の貯蔵、取扱

作業※１ 

有機溶剤作業 特定化学物質の貯蔵、取扱作業※２ 

タイヤ空気充填作業 タイヤ空気充填作業※３ 特別教育が必要 

自由研削砥石交換 卓上グラインダの砥石交換作業及び

試運転 

低圧電気取扱業務 高電圧部の充電路の開閉器操作作業 
※１は、甲種又は乙種（ガソリン、軽油は第 4類）の危険部取扱者の立ち会いがあれば作業が
可能です。 

※２は、有機溶剤作業主任者の指揮の下であれば作業が可能です。 
※３は、組立を伴わない空気の補充作業は該当しません。 
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３．技能実習前の準備【監理団体】《実習実施者》 

監理団体及び実習実施者は、技能実習法において、技能実習生を受け入れる前に、技能実

習責任者の選任や外国人技能実習機構から技能実習計画の認定を受けるなどの準備を行うこ

ととされています。 

また、技能実習法で定められていないものの、円滑に技能実習を行う観点から、事前に確

認・調整を行った方がよい項目があります。 

ここでは、事前に準備すべき主な項目について記載します。 

なお、技能実習法を所管しています法務省・厚生労働省において、技能実習制度の運営に

必要な法律・規則（法務省・厚生労働省令）等の解釈を示すとともに、用語の解説や制度運

用上の留意事項を明らかにすることで、関係者（法務省・厚生労働省、外国人技能実習機

構、監理団体、実習実施者、技能実習生等）が共通の認識を持ち、制度の円滑な運用が図ら

れることを目的として「技能実習制度 運用要領 ～関係者の皆様へ～」を作成し、法務

省・厚生労働省・外国人技能実習機構ＨＰにて公表しています。こちらにつきましても事前

に確認してください。 

 

「技能実習制度 運用要領 ～関係者の皆様へ～」 

http://www.otit.go.jp/jissyu_unyou/ 

 

（１）受入体制・場所の確認《実習実施者》 

①技能実習責任者・技能実習指導員・生活指導員の選任 

技能実習を行うにあたり、技能実習に関する実習実施者を監督する技能実習責任者、技能実

習生の技能実習を指導する技能実習指導員、技能実習生の生活を指導する生活指導員を選任す

る必要があります。 

なお、技能実習責任者、技能実習指導員及び生活指導員は、各々に求められる要件を備えた

上であれば、兼務することは可能です。 

 

1.) 技能実習責任者 

技能実習生の技能実習を指導する技能実習指導員、技能実習生の生活を指導する生活指導

員その他の技能実習に関与する職員を監督し、技能実習の進捗状況を管理するほか、技能実

習計画の作成や技能実習生の受入れの準備等の事項を統括管理する技能実習責任者を選任す

る必要があります。 

統括業務を行う観点から、技能実習責任者の選任にあたり、次の要件が必要になります。 

 

［技能実習責任者の選任要件］  

 実習実施者又はその常勤の役員若しくは職員である者。 

 自己以外の技能実習指導員、生活指導員その他の技能実習に関与する職員を監督する

ことができる立場にある者。 

http://www.otit.go.jp/jissyu_unyou/
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 過去３年以内に技能実習責任者に対する講習を修了した者。（平成３２年３月３１日

まで経過措置あり。） 

 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終えた日から５年を経過していない者など欠格

事由に該当する者でないこと。 

 過去５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しい不当な行為をした

者でないこと 

 未成年者でないこと。 

 

2.) 技能実習指導員 

Ⅰ.技能実習法で定める基準 

技能実習生に技能実習を指導する技能実習指導員を１名以上選任する必要があります。 

技能実習指導員は、技能実習生に我が国で培われた技能、技術等を修得等させ、当該技

能、技術及び知識の開発途上地域等への移転を図る目的から、技能実習を適正に行うこと

が求められます。 

技能実習指導員の選任にあたり、次の要件が必要になります。 

 

［技能実習指導員の選任要件］ 

 実習実施者又はその常勤の役員若しくは職員のうち、技能実習を行わせる事業所に所属

する者。 

 修得等をさせようとする技能、技術及び知識について５年以上の経験を有する者。 

 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終えた日から５年を経過していない者など欠格事

由に該当する者でないこと。 

 過去５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しい不当な行為をした者

でないこと 

 未成年者でないこと。 

 

Ⅱ.国土交通大臣が告示で定める基準 

自動車整備職種においては、国土交通大臣が定める告示にて、上記Ⅰ．の要件とは別

に、技能実習を行うための体制の基準を定めています。参考資料２として、「国土交通大臣

が告示で定める基準」を掲載しておりますので、参考としてください。 

 

［技能実習指導員の選任要件］ 

ア.) 第１、２号技能実習の技能実習指導員は、技能実習法に規定する要件に該当するほ

か、次のいずれかに該当する者であること。 

 一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者。 

 三級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実務
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の経験を有する者。 

 

イ.) 第三号技能実習の技能実習指導員は、技能実習法に規定する要件に該当するほか、

次のいずれかに該当する者であること。 

 一級の自動車整備士の技能検定に合格した者。 

 二級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実務

の経験を有する者。 

 

3.) 生活指導員 

技能実習生の生活を指導する生活指導員を１名以上選任する必要があります。 

生活指導員は、技能実習生の我が国における生活上の留意点について指導するだけでな

く、技能実習生の生活状況を把握するほか、技能実習生の相談にのるなどして、問題の発生

を未然に防止することが求められます。 

生活指導員の選任にあたり、次の要件が必要になります。 

 

［生活指導員の選任要件］ 

 実習実施者又はその常勤の役員若しくは職員のうち、技能実習を行わせる事業所に所属

する者。 

 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終えた日から５年を経過していない者など欠格事

由に該当する者でないこと。 

 過去５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しい不当な行為をした者

でないこと。 

 未成年者でないこと。 

 

なお、技能実習生が早期に日本の習慣・生活を身につけることは、円滑な技能実習にも繋

がるため、監理団体の協力の下、技能実習を通じ日本での生活一般に関する知識の学習がで

きる環境づくりのためのサポートを行うことが望ましいです。 

 

参考：日本の生活一般に関する知識を学習するための教材の１つとして、公益財団法人国

際研修協力機構から「日本の生活案内」が販売されています。 

 

「公益財団法人 国際研修協力機構 教材・テキスト」 

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/ 

→日本の生活案内 

 

 

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/
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②実習実施場所の確認《実習実施者》 

自動車整備職種においては、実習実施場所である技能実習を行わせる事業所について、国土

交通大臣が定める告示において、基準を定めています。参考資料２として、「国土交通大臣が

告示で定める基準」を掲載しておりますので、参考としてください。 

 

［実習実施場所の要件］ 

 地方運輸局長から自動車分解整備事業の認証を受けた事業場（対象とする自動車の種

類として二輪の小型自動車のみを指定されたもの及び対象とする業務の範囲を限定し

て行われたものを除く。）であること。 

 

（２）技能実習計画の作成【監理団体】《実習実施者》 

①技能実習法で定める基準 

実習実施者は、技能実習を行うにあたり、技能実習生ごとに技能実習計画を作成し、外国人

技能実習機構から認定を受ける必要があります。 

技能実習計画を作成するにあたり、次の点に留意し作成してください。 

また、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図る観点から、技能実習計画は、監理

団体の指導の下、作成する必要があります。 

 

［技能実習計画を作成への留意点］ 

 同一の作業の反復のみによって修得できる内容でないこと。 

 第二号、第三号については移行対象職種・作業に係るものであること。 

 技能実習を行う事業所で通常行う業務であること。 

 移行対象職種・作業については、業務に従事させる時間全体の２分の１以上を必須業

務とし、関連業務は時間全体の２分の１以下、周辺業務は時間全体の３分の１以下と

すること。（必須業務、関連業務、周辺業務の内容については、２．技能実習生に修得

等させる自動車整備作業を参照としてください。） 

 

②国土交通大臣が告示で定める基準 

自動車整備職種においては、国土交通大臣が定める告示にて、上記①の要件とは別に、監理

団体の業務の実施に関する基準として、技能実習計画の作成の指導について定めています。参

考資料２として、「国土交通大臣が告示で定める基準」を掲載しておりますので、参考として

ください。 

 

［監理団体における技能実習計画作成指導員の要件］ 

 一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者 

 三級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実務
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の経験を有する者 

 自動車検査員の要件を備える者 

 自動車整備士の養成施設において５年以上の指導に係る実務の経験を有する者  
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［自動車整備職種における必須業務、関連業務、周辺業務一覧表］ 

 

（出典：厚生労働省ＨＰ 「自動車整備職種（自動車整備作業） 審査基準」）  

(1)自動車整備作業 (1)自動車整備作業 (1)自動車整備作業
  ①自動車点検整備作業 　①自動車点検整備作業 　①自動車点検整備作業
　　ⅰ)各装置の車検、定期点検項目の良否判定及び 　　ⅰ)各装置の車検、定期点検項目の良否判定及び 　　ⅰ)各装置の車検、定期点検項目の良否判定及び
　　　　それに基づく整備の補助作業 　　　　それに基づく整備作業 　　　　それに基づく整備作業
　　　1.ステアリング装置 　　　　1.ステアリング装置 　　　　1.ステアリング装置
　　　2.ブレーキ装置 　　　　2.ブレーキ装置 　　　　2.ブレーキ装置
　　　3.走行装置 　　　　3.走行装置 　　　　3.走行装置
　　　4.サスペンション装置 　　　　4.サスペンション装置 　　　　4.サスペンション装置
　　　5.動力伝達装置 　　　　5.動力伝達装置 　　　　5.動力伝達装置
　　　6.電気装置 　　　　6.電気装置 　　　　6.電気装置
　　　7.エンジン装置 　　　　7.エンジン装置 　　　　7.エンジン装置
　　　8.排出ガス発散防止装置 　　　　8.排出ガス発散防止装置 　　　　8.排出ガス発散防止装置
　　　9.附属装置 　　　　9.附属装置 　　　　9.附属装置

　②自動車分解整備作業 　②自動車分解整備作業
　　ⅰ)各装置の分解整備、各種テスター・測定 　　ⅰ)各装置の分解整備、各種テスター・測定
　　　　機器類による各装置の複雑な良否判定 　　　　機器類による各装置の複雑な良否判定
　　　　及びそれに基づく整備作業 　　　　及びそれに基づく整備作業
　　　  1.ステアリング装置 　　　  1.ステアリング装置
　　　  2.ブレーキ装置 　　　  2.ブレーキ装置
　　　  3.走行装置 　　　  3.走行装置
　　　  4.サスペンション装置 　　　  4.サスペンション装置
　　　  5.動力伝達装置 　　　  5.動力伝達装置
　　　  6.電気装置 　　　  6.電気装置
　　　  7.エンジン装置 　　　  7.エンジン装置
　　　  8.排出ガス発散防止装置 　　　  8.排出ガス発散防止装置
　　　  9.附属装置 　　　  9.附属装置

　③故障診断作業
　　ⅰ)各装置の故障診断作業及びそれに基づく、
　　　　整備作業
　　　　 1.ステアリング装置
　　　　 2.ブレーキ装置
　　     3.走行装置
　     　4.サスペンション装置
　　     5.動力伝達装置
　　     6.電気装置
　　     7.エンジン装置
　　     8.排出ガス発散防止装置

　　     9.附属装置

(2)安全衛生業務
　①雇入れ時等の安全衛生教育
　②作業開始前の安全確認作業
　③整理・整頓・清掃・清潔・習慣の遵守
　④作業者間の安全確認作業
　⑤保護具及び安全標識・装置の確認作業
　⑥自動車整備における事故・疾病予防
　⑦自動車整備関連機器及び油脂類等の安全確認作業
　⑧労働衛生上の有害性を防止するための作業
　⑨異常時の応急措置を修得するための作業
　

(1)関連業務
　①部品番号検索・部内発注作業
　②車枠車体の整備調整作業
　③ナビ・ETC等の電装品の取付作業
　④自動車板金塗装作業
(2)周辺業務 　
　①洗車作業 　
　②下廻り塗装作業
　③車内清掃作業
　④構内清掃作業
　⑤部品等運搬作業
　⑥設備機器等清掃作業
(3)安全衛生業務（関連業務、周辺業務を行う場合は必ず実施する業務）
　　上記※に同じ
　

　
自動車整備に係る構成部品：
　　　保安部品、定期交換部品、消耗部品、外装部品、その他構成部品 　

　①設備、機械等
　　　1.リフト、ジャッキ 　　　6.バイス
　　　2.検査ライン機器一式 　　　7.エアーコンプレッサー
　　　3.クレーン・チェーンブロック 　　　8.塗装関連機器
　　　4.溶接機 　　　9.洗浄装置・機器、部品洗浄槽
　　　5.プレス 　　　10.バッテリー充電器

　②工具、計測器具等
　　　1.スパナ各種       9.ホイールプーラー、ベアリングレースプーラー等 　　14.コンプレッションゲージ、シックネスゲージ、 　　20.エンジン回転計
　　　2.メガネレンチ各種 　　　　プーラ-各種 　　　ダイヤルゲージ、タイヤゲージ、.トーインゲージ、 　　21.タイミングライト
　　　3.プライヤー各種 　　10.グリースガン、シャシルブリケーター 　　　キャンバキャスタゲージ、ターニングラジアスゲージ等 　　22.一酸化炭素測定器
　　　4.ハンマー各種 　　11.トルクレンチ 　　　ゲージ各種 　　23.炭化水素測定器
　　　5.六角レンチ各種 　　12.ノギス・マイクロメータ等測定器 　　15.サスペンション用測定器具 　　24.黒鉛測定器
　　　6.ボックスレンチ各種 　　13.各種スケール 　　16.バキュームポンプ 　　25.オパシメーター
　　　7.ドライバー各種 　　17.圧力計 　　26.スキャンツール
　　　8.カッター 　　18.サーキットテスター

　　19.比重計
　

　　　　自動車整備完成車両が製品である。
対象車両：普通自動車、小型自動車、軽自動車、二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）、大型特殊自動車
（道路運送車両法施行規則（昭和２６年８月１６日運輸省令第７４号）第２条別表第１に定める自動車（ただし、小型特殊自動車を除く。））

　　1.自動車解体作業 　　4.自動車陸送作業
　　2.自動車製造工程作業 　　5.関連業務及び周辺業務のみの場合
　　3.自動車板金塗装のみの作業

　

使用する機械、
器具等（該当す
るものを選択する
こと。）

製品等の例（該
当するものを選
択すること。）

移行対象職種・
作業とはならな
い業務例

作業の定義

必須業務（移行
対象職種・作業
で必ず行う業務）

　　※

関連業務、周辺
業務（上記必須
業務に関連する
技能等の修得に
係る業務等で該
当するものを選
択すること。）

使用する素材、
材料等（該当す
るものを選択する
こと。）

第1号技能実習 第2号技能実習 第3号技能実習

　道路運送車両法に基づく、日常点検整備（※１）、定期点検整備（※２）、分解整備（※３）、新規検査における整備（※４）、継続検査における整備（※５）、構造等変更検査における整備（※６）、一般整備(※７)
の作業をいう。

※１　日常点検整備とは、道路運送車両法（昭和２６年６月１日法律第１８５号）第４７条の２の整備をいう。
※２　定期点検整備とは、道路運送車両法第４８条の整備をいう。
※３　分解整備とは、道路運送車両法第４９条第２項に基づく、道路運送車両法施行規則（昭和２６年８月１６日運輸省令第７４号）第３条に該当する整備をいう。
※４　新規検査とは、道路運送車両法第第５９条の検査をいう。
※５　継続検査とは、道路運送車両法第６２条の検査をいう。
※６　構造等変更検査とは、道路運送車両法第６７条の検査をいう。
※７　一般整備とは、故障修理等で入庫した自動車の整備をいう。
(参考)必須業務の(1)①ⅰ）の 車検とは、上記※４～※６までの検査をいう。

注  自動車整備作業を行う場合、道路運送車両法（昭和２６年６月１日法律第１８５号）第７８条に基づき、地方運輸局長から認証を受けた自動車分解整備事業場
　（対象とする装置の種類が限定されていないこと）における作業でなければならない。なお、対象とする自動車の種類が二輪自動車のみの自動車分解整備事
　業場は除くものとする。
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［第一号技能実習実施計画（モデル例）］  

 
技能実習を行わせる事業所 
① 事業所名                     所在地  
② 事業所名                     所在地 
③ 事業所名                     所在地 
実習期間 20XX 年 XX 月 XX 日 ～  20YY 年 YY 月 YY 日 

技能実習の内容 

必須業務、関連業務及び周辺業務の別  

指導員の役職・氏名（経験年数） 

事業所 合

計

時

間 

月・時間数 

１月

目 

２月

目 

３月

目 

４月

目 

５月

目 

６月

目 

７月

目 

８月

目 

９月

目 

10

月目 

11月

目 

12

月目 

講習  ○

○ 

h 

            

１  

 

 

必 

 

須 

 

業 

 

務 

(1)自動車点検整備

作業 

各装置の車検、

定期点検項目

の良否判定及

びそれに基づ

く整備の補助

作業 

○○株式

会社 

 

新宿工場 

○

○

h 

  △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ 

1.ステアリング

装置 

2.ブレーキ装置 

3.走行装置 

4.サスペンショ

ン装置 

5.動力伝達装置 

6.電気装置 

7.エンジン装置 

8.排出ガス発散

防止装置 

9.附属装置 

 

工場長 新宿 太

郎（25 年） 

２  

 

 

必 

須 

業 

務 

(2)安全衛生業務 

※ 

同上 ○ 

○ 

h 

  △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ 

1.雇入れ時等の

安全衛生教育 

2.作業開始前の

安全確認作業 

3.整理・整頓・

清掃・清潔・

習慣の遵守 

4.作業者間の安

全確認作業 

5.保護具及び安

全標識・装置
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の確認作業 

6.自動車整備に

おける事故・

疾病予防 

7.自動車整備関

連機器及び油

脂類等の安全

確認作業 

8.労働衛生上の

有害性を防止

するための作

業 

9.異常時の応急

措置を修得す

るための作業 

            

 

工場長 新宿太郎

（25 年） 

３  

関

連

業

務 

 

 

1.部品番号検索・

部内発注作業 

同 

上 

○

○ 

h 

  △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ 

2.車枠車体の整備

調整作業 

3.ナビ・ETC.等の

電装品の取付作業 

4.自動車板金塗装

作業 

 

工場長 新宿太郎

（25 年） 

４  

周 

辺 

業

務 

1.洗車作業 同上 ○

○ 

h 

  △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ 

2.下廻り塗装作業 

3.車内清掃作業 

4.構内清掃作業 

5.部品等運搬作業 

6.設備機器等清掃

作業 

 

工場長 新宿太郎

（25 年） 

５ 関

連

周

辺

業

務 

安全衛生業務（関

連業務、周辺業務

を行う場合は必ず

実施する業務） 

上記※に同じ 

            

 

同上 ○

○ 

h 

  △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ △ｈ 

工場長 新宿太郎

（25 年） 

合  計  時  間  ○

h 

  ○h ○h ○h ○h ○h ○h ○h ○h ○h ○h 
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（注意） 
予定表は、当該内容の開始月から終了月までの間を矢印で結び、矢印の上に各月に行う時間数を記載すること。  

使用する素材、材料等 
自動車整備に係る構成部品： 

保安部品、定期交換部品、消耗部品、外装部品、その他構成部品 

使用する機械、器具等 

①設備・機械等 

 1.リフト・ジャッキ 2.検査ライン危機 3.クレーン・チェーンブロック 4.溶接機 5.プレス 

 6.バイス 7.エアーコンプレッサー 8.塗装関連機器 9.洗浄装置・機器、部品洗浄槽 10.バッテリ

ー充電器 

②工具、計測器具等 

 1.スパナ各種 2.メガネレンチ各種 3.プライヤー各種 4.ハンマー各種 5.六角レンチ各種 

 6.ボックスレンチ各種 7.ドライバー各種 8.カッター 9.ホイールプーラー、ベアリングレースプ

ーラー等プーラー各種 10.グリースガン、シャシルブリケーター 11.トルクレンチ 12.ノギス、マ

イクロメータ等測定器 13.各種スケール 14.コンプレッションゲージ、シックネスゲージ、ダイヤ

ルゲージ、トーインゲージ、キャンバキャスタゲージ、ターニグラジアスゲージ等ゲージ各種 15.サ

スペンション用測定器具 16.バキュームポンプ 17.圧力計 18.サーキットテスター 19.比重計 

20.エンジン回転計 21.タイミングライト 22.一酸化炭素測定器 23.炭化水素測定器 24.黒鉛測定

器 25.オパシメーター 26.スキャンツール 

製品等の例 

自動車整備完成車両が製品である。 

対象車両：普通自動車、小型自動車、軽自動車、二輪自動車（側車付二輪自動車を含む）、大型特殊自動

車 

（道路運送車両法施行規則（昭和 26 年 8 月 16 日運輸省令第 74 号）第 2 条別表第 1 に定める自動車

（ただし、小型特殊自動車を除く）） 

指導体制 
指導員名 新宿 太郎 

 免許・資格等 自動車整備士（２級○○○） 

（出典：厚生労働省ＨＰ 「自動車整備職種（自動車整備作業）技能実習実施計画書モデル例」） 
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（３）入国前又は入国後講習【監理団体】 

①技能実習法で定める基準 

監理団体は、第一号技能実習生に対し、技能実習法で定められている入国前又は入国後講習

において、実施すべき項目に対して、必要な時間数の講習を行う必要があります。 

 

［入国前又は入国後講習で実施すべき項目］ 

1.)日本語 

2.)本邦での生活一般に関する知識 

3.)出入国又は労働に関する法令の規定に違反していることを知ったときの対応方法その

他技能実習生の法的保護に必要な情報(専門的な知識を有する者(第１号団体監理型技

能実習に係るものである場合にあっては､申請者又は監理団体に所属する者を除く｡)が

講義を行うものに限る｡) 

4.)1.)から 3.)までに掲げるもののほか､本邦での円滑な技能、技術及び知識の修得等に

資する知識 

 

講習の時間数については、入国前講習の実施期間や時間数により、入国後講習の実施期間や

時間数が変動します。入国前講習が１ヶ月以上の期間かつ 160時間以上の課程を有している場

合、入国後において行う第１号技能実習の予定時間全体の 12分の１以上、それ以外の場合

は、６分の１以上となります。 

入国前又は入国後講習は、日本語の教育が大半を占めますが、送り出し国の公的機関又は教

育機関によっては、自動車整備職種に関する講習を行う機関も見受けられます。 

また、入国前に実技による講習を行うことは可能ですが、技能実習法で内容（日本語や生活

一般に関する知識）や方法（座学、見学）が規定されている入国前講習とはならないことに留

意が必要です。 

なお、全ての科目について、実習実施者における技能、技術及び知識の修得活動（技能実

習）を行わせる前に実施しなければなりません。 

 

②国土交通大臣が告示で定める基準 

自動車整備職種においては、①技能実習法で定める基準の要件とは別に、入国前又は入国後

講習にて、国土交通大臣が指定する教材を使用して、自動車整備作業に関する基礎的な知識を

習得させる講習を実施することを基準として定めています。 

講習の時間数に定めはありませんが、技能実習生が日本において技能実習を適正に実施でき

ることを目標として講習時間を設定してください。参考資料２として、「国土交通大臣が告示

で定める基準」を掲載しておりますので、参考としてください。 

講習内容は、次の 1.)～3.)のとおりです。 
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［国土交通大臣が指定する教材］ 

 基礎自動車整備作業 

 外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本 

 

1.) 自動車整備で使用する機械・工具等の基礎知識 

「国土交通大臣が告示で定める基準」により、入国前又は入国後講習において、予め自動

車整備作業に使用する最低限の機械・工具の名前、用途を勉強し、日本語で理解させること

が必要です。また、同基準において、使用する教材として、「基礎自動車整備作業」を指定し

ています。 

機械・器具名 基礎自動車 

整備作業 

① 設備・機械等  

 １．リフト・ジャッキ （リフト） 

P81 

（ジャッキ）  

P80 

２．検査ライン機器一式 P87 

３．クレーン・チェーンブロック P82 

４．溶接機 P90-P91 

５．プレス P26 

６．バイス P27 

７．エアーコンプレッサー P84 

８．塗装関連機器  

９．洗浄装置・機器、部品洗浄槽 P73-P76 

１０．バッテリー充電器 P71-P72 

② 工具、計測機器  

 １．スパナ各種 P14 

２．メガネレンチ各種 P15 

３．プライヤ各種 P22 

４．ハンマー各種 P21 

５．六角レンチ各種 P18 

６．ボックスレンチ各種 P19 

７．ドライバー各種 P20-P21 

８．カッター P30-P31 

９．ホイール・プーラー、ベアリングレースプーラー等 プーラー各種 P23-P24 

１０．グリースガン、シャシルブリケーター P78 

１１．トルクレンチ P19 

１２．ノギス・マイクロメータ等測定器 P41-P45 

１３．各種スケール P40 

１４．コンプレッションゲージ、ダイヤルゲージ、トーインゲージ、

キャンバキャスタゲージ、ターニングラジアスゲージ等 ゲージ

各種 

P46-P50 

P54-P55 

P68-P70 
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機械・器具名 基礎自動車 

整備作業 

１５．サスペンション用測定機器 P86 

１６．バキュームポンプ P63 

１７．圧力計 P62（燃圧計） 

１８．サーキットテスター P59 

１９．比重計 P60 

２０．エンジン回転計 P57 

２１．タイミングライト P56 

２２．一酸化炭素測定器 P61 

２３．炭化水素測定器 P61 

２４．黒鉛測定器 P62 

２５．オパシメーター P62 

２６．スキャンツール P65 

（出典：「基礎自動車整備作業」（平成 30年 3月発行版）） 

 

2.) 自動車整備の基礎知識の理解 

1.)の自動車整備で使用する機械・工具等の基礎知識に加え、自動車整備作業の基礎知識に

ついて、事前に理解させることが必要です。主な内容は次のとおりとなります。 

項目 内容 

１．整備作業の目標 １）整備の目的 

２）整備技術の重要性 

３）作業精度の向上 

４）作業能率の向上 

５）整備の種類 

２．職場の労働安全 １）労働安全の重要性 

２）災害の原因 

３）労働安全の確保 

４）労働安全に関する法規 

３．安全作業の心得 １）正しい作業服装 

２）整理・整とん 

３）正しい作業方法 

４．整備工場から発生する公害 １）騒音 

２）粉じん 

３）有機溶剤 

４）工場排水 

（出典：「基礎自動車整備作業」（平成 30年 3月発行版）） 
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3.) 安全衛生の理解 

安全衛生についても、「国土交通大臣が告示で定める基準」により、予め作業別の注意点に

ついて、理解させることが必要です。 

使用する教材については、同基準において「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛

生教本」を指定しており、ここに示されている作業別の注意点についても、事前に理解して

おく必要があります。 

なお、この教本は一般社団法人日本自動車整備振興会連合会のＨＰで公表されています。 

 

「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」 

https://www.jaspa.or.jp/Portals/0/resources/jaspahp/user/expat/pdf/015.pdf 

 

（４）受入れ人数の制限【監理団体】《実習実施者》 

技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護の観点から、実習実施者が受け入れることがで

きる技能実習生の数については、技能実習法令において上限が定められています。 

 

[受入れることができる技能実習生の基本人数枠] 

申請者の常勤の職員の総数 技能実習生の数 

３０１人以上 申請者の常勤の職員の総数の２０分の１ 

２０１人以上３００以下 １５人 

１０１人以上２００人以下 １０人 

５１人以上１００以下  ６人 

４１人以上５０人以下 ５人 

３１人以上４０人以下 ４人 

３０人以下  ３人 

（出典：法務省・厚生労働省 「技能実習制度運用要領～関係者の皆さまへ～」） 

 

[受入れることができる技能実習生の人数枠（監理団体型）] 

人数枠 

第一号 

（１年間） 

第二号 

（２年間） 

優良基準適合者 

第一号（１年間） 第二号（２年間） 第三号（２年間） 

基本人数枠 基本人数枠の２倍 基本人数枠の２倍 基本人数枠の４倍 基本人数枠の６倍 

（出典：法務省・厚生労働省 「技能実習制度運用要領～関係者の皆さまへ～」） 

 

なお、技能実習生は自動車整備事業者と雇用契約を締結したうえで、技術等の修得等のた

め、常時、自動車整備作業に従事することから、分解整備に従事する従業員又は工員として取

り扱われますので、自動車分解整備に従事する人数に応じて自動車整備士の保有率が決まって
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いますので技能実習生の受入れの際には注意が必要です。 

 

[自動車整備士の保有率] 

整備工場の形態 必要な自動車整備士の保有率 

認証整備工場 分解整備に従事する従業員の４分の１以上 

指定整備工場 工員の３分の１以上 

（出典：「道路運送車両法施行規則 第57条 認証基準」及び「自動車分解整備事業の認証

及び指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導の要領について」より作成） 

 

（５）生産物賠償責任保障《実習実施者》 

受託車に対する整備・修理・点検等に欠陥があり、納車後に他人が身体障害や財物損害を被

った場合、または完納車自体を損壊させた場合に、被害者に対して負担する法律上の賠償責任

を補償する保険制度として、生産物賠償責任保険（通称、ＰＬ保険）があります。 

契約内容によっては、技能実習生が整備・修理・点検等を行った車に対して、生産物賠償責

任保険が適用されない事例もあるようですので、保険契約している会社に、保障対象になって

いるか、保障対象とならない場合、どのようにすれば保障対象となるかなど、事前に確認する

ことが望ましいです。 

 

（６）技能実習生専用の工具を購入した場合の費用負担《実習実施者》 

技能実習を行うにあたり、技能実習生が専用で使用する工具を購入する場合が考えられま

す。工具を購入するにあたっては、技能実習生に説明せずに、その費用を給与から毎月差し引

いたことでトラブルになったとの事例もあるようですので、購入費用の負担については、技能

実習生の意見を踏まえ、監理団体と調整してください。 
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４．実習実施者が技能実習に際して、配慮すべき事項《実習実施者》 

（１）実務に関する配慮すべき事項 

①受入れ前の職務経歴の把握   

技能実習生は、不慣れな日本において、自動車整備作業に従事するため、技能実習開始当初

から十分なコミュニケーションをとることが難しいと考えます。 

現地でセレクションを実施する際は、監理団体と一緒に現地へ足を運び、面接や簡単な実技

試験を行うなどして、これまでの職務経歴や現時点のスキルを確認することが望ましいです。 

また、現地まで足を運ぶことが難しい場合は、インターネット電話サービス等を活用して、

面接や簡単な実技試験を行うことが望ましいです。 

なお、人材のミスマッチを避けるためにも、実習実施者からも仕事内容、職場環境、生活環

境等について、できる限り詳しい情報を監理団体へ提供することも重要と考えます。 

 

②自動車整備の必要性・正確性の理解 

協議会において実施した訪問ヒアリング調査の範囲（以下、「訪問ヒアリング調査」とい

う。）において、送り出し国によっては、自動車整備作業の必要性・正確性について理解され

にくいことが分かりました。外国人技能実習制度の目的が、「我が国で培われた技能、技術等

の開発途上地域等への移転を図り、当該開発途上地域等の経済発展を担う「人づくり」に寄与

すること」であることを踏まえると、「なぜこのような作業が必要なのか」「なぜこの手順で行

うのか」というところまで踏み込み、一つ一つの作業を覚えさせることが望ましいです。 

このため、技能実習を通じて、日本の自動車点検・整備作業、点検及び車検制度の学習がで

きる環境づくりやサポートを行うことが望ましいです。 

参考資料３として、日本における自動車の点検整備・検査制度について掲載しておりますの

で、参考としてください。 

 

③報告・連絡・相談のルール化 

監理団体・実習実施者と技能実習生間において、特に日本語でのコミュニケーションが難し

いと言われている入国初期段階（第一号技能実習生等）では、報告・連絡・相談のルール化が

大変重要になります。 

ヒアリング調査において、監理団体・実習実施者から、技能実習生はミスなどを起こした場

合に、実習実施者に怒られることをおそれて報告・連絡することをためらう傾向にあるとの意

見が聞かれました。 

このため、技能実習生には「自動車の整備ミスは事故に繋がるおそれがあることから、失敗

することよりも、失敗したことを報告しないことが、最も悪いこと。」であることを丁寧に説

明し、十分理解させる必要があります。 

また、同じヒアリング調査において、相談先として、特に入国初期段階（第一号技能実習生
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等）では、日本語に不慣れなため、実習実施者に直接相談するよりも、通訳スタッフがいる監

理団体を頼りにしていることが分かりました。 

このため、監理団体と連絡を密にして定期的に情報収集に努めるととともに、技能実習生に

対しても、月に１～２回程度の頻度で、住宅に訪問するなど、適宜、様子を伺うことが望まし

いです。 

なお、生活面に問題がある場合には、監理団体と連携して問題解決に取り組む必要がありま

す。 

 

④日本語の理解 

訪問ヒアリング調査において、技能実習生が戸惑う日本語として、副詞が理解できないこと

が分かりました。 

例えば、「ちょっと」という言葉を使用すると思いますが、技能実習生からするとどの程度

なのかが理解できません。 

このため、指導する際は、できる限り具体的に説明をすることを心掛ける必要があります。 

また、同じ訪問ヒアリング調査において、漢字を含む文章への理解力が乏しいことが分かり

ました。作業内容を解説した資料やコンピュータ診断等の書類に漢字が多いと理解できないこ

とが予想されます。 

このため、実習実施者に対し、技能実習生から質問されたときは、その都度、説明をするこ

とを心掛ける必要があります。 

なお、日本語の習得は職場における事故防止等の安全面の確保や実習実施者とのコミュニケ

ーションの活性化にも繋がることから、技能実習第二号終了時（入国後３年）において、基本

的な日本語を理解する程度（日本語能力試験レベルＮ４相当）を目標に、監理団体の協力の

下、技能実習を通じ日本語学習ができる環境づくりのためのサポートを行うことが望ましいで

す。 

更に、日本語の勉強成果を確認する目的から、本来の目的である技能実習に影響のないこと

を前提として、毎年７月と１２月の第１日曜日に開催されます日本語能力試験を受験させるこ

とも検討してください。 

 

⑤自動車の運転 

日本では、道路（道路交通法（昭和 35年法律第 105号）第２条第１項第１号の道路をいう。

以下、本項目において同じ。）において、自動車又は原動機付自動車の運転を行うには、同法 64

条（無免許運転等の禁止）により、何人も同法第 84条（運転免許）第１項の規定による公安委

員会の運転免許を受けないで運転をしてはならないと定められています。 

例えば、実習実施場所の敷地内において、自動車を洗車場まで移動する際に技能実習生に運

転を行わせる場合であっても、仮にそこが道路に該当する場合には、無免許運転に繋がるおそ

れがあり得ます。 
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また、仮に、道路以外の実習実施場所の敷地内において、自動車の運転をさせるとしても、

万が一の不測の事態が発生するリスクが考えられることから、技能実習に自動車の運転を行わ

せることを禁止することが望ましいです。 

なお、運転免許を取得させる場合には、本来の目的である技能実習に影響のないことを前提

に、監理団体、技能実習生と調整してください。 

 

（２）生活等に関する配慮すべき事項 

①文化の理解（習慣、風習、宗教等） 

技能実習生を受け入れるにあたり、送り出し国の文化との違いを理解することは非常に重要

です。送り出し国の習慣、風習、宗教等は当然のことながら、特有の感じ方（責任の感じ方、

もてなしの感覚、贈り物を受け取る感覚）や文化的背景（時間管理、集団協調性、階級意識、

プライドに関する考え方）などに違いがあるため十分注意し、配慮することが重要です。 

また、入国前又は入国後講習において、監理団体において日本での生活一般に関する知識に

ついての講習を行いますが、技能実習生が早期に日本の習慣・生活を覚えることは、円滑な技

能実習にも繋がるため、監理団体の協力の下、技能実習を通じ日本での生活一般に関する知識

の学習ができる環境づくりのためのサポートを行うことが望ましいです。 

 

参考：日本の生活一般に関する知識を学習するための教材の１つとして、公益財団法人国

際研修協力機構から「日本の生活案内」が販売されています。 

 

「公益財団法人 国際研修協力機構 教材・テキスト」 

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/ 

→日本の生活案内 

 

②コミュニケーションの工夫 

技能、技術及び知識の修得等を促進するには、技能実習生が元気で過ごせる環境整備

が重要となります。 

このため、技能実習生と接するにあたっては、配慮すべきことは多々ありますが、やはり、

積極的にコミュニケーションを図ることを心掛けることが必要と考えます。親身になって対応

し指導を行うことはもちろんのこと、他の社員や同僚の理解も必要であり、技能実習生を温か

く迎え入れ教育し、時にはフォローをするような体制づくりが大切となります。 

また、訪問ヒアリング調査において、技能実習生は自国の家族とのコミュニケーションが最

も大切にしており、その手段として、インターネット電話サービスを活用していることが分か

りました。このため、インターネット電話サービスの活用には、インターネット接続環境整備

の手配や準備並び使用料には費用がかかることから、その負担額については、あらかじめ監理

団体と調整の上、技能実習生に十分説明した上で、同意を得ることが必要です。 

 

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/
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③健康管理 

労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57条）等に基づき、実習環境を整備することで、技能実

習生の安全と健康を図る必要があります。具体的には次の取組が求められます。 

 安全衛生管理体制の整備 

 雇入れ時及び作業に応じた安全衛生教育の実施 

 就業制限業務と必要な資格の取得 

 健康診断と健康の確保 

 健康診断結果の記録、通知及び事後措置の必要性の確認と措置 

 長時間労働者に対する医師による面接指導 

 メンタルヘルス対策の推進 

 労働者の危険又は健康障害防止措置 

 職種、現場等の特性を踏まえた安全衛生対策の推進 

 技能実習生の死亡又は労働災害が発生した場合の対応 

 安全衛生に関する内容であって、労働基準監督署に報告義務があるものの確認と報

告 

 

また、技能実習生の保護を図る目的から、技能実習生の健康維持や緊急時の対応などについ

て、監理団体の協力の下、技能実習を通じ健康管理全般に関する学習ができる環境づくりのた

めのサポートを行うことが望ましいです。 

 

参考：健康管理に関する知識を学習するための教材の１つとして、公益財団法人国際研修

協力機構から「外国人技能実習における健康管理のしおり」が販売されています。 

 

「公益財団法人 国際研修協力機構 教材・テキスト」 

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/ 

→外国人技能実習における健康管理のしおり 

  

  

https://www.jitco.or.jp/ja/service/material/
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５．技能実習生に関する保護に関する事項【監理団体】《実習実施者》 

（１）禁止事項 

監理団体・実習実施者を対象に、技能実習生の保護を図るため、技能実習の強制、違約金設

定、旅券又は在留カードの保管等に対する禁止事項が定められており、これに違反した場合の

罰則に関する規定が定められているところです。 

［対象となる監理団体・実習実施者（用語の定義）］ 

実習監理者等 

（技能実習法第 46条から

第 48条） 

実習監理（団体監理型実習実施者と技能実習生の雇用関係あ

っせんや技能実習の実施に関する監理）を行う者またはその

役員・職員 

技能実習関係者 

（技能実習法第 48条） 

技能実習を行わせる者もしくは実習監理を行う者またはこれ

らの役員・職員 

実習実施者等 

（技能実習法第 49条） 

実習実施者もしくは監理団体またはこれらの役員・職員 

［禁止行為］ 

技能実習の強制 

（技能実習法第 46条） 

 実習監理者等は､暴行･脅迫･監禁等により技能実習生の意思に
反して技能実習を強制してはならない。 

 実習実施者については､技能実習生の使用者に該当することか
ら､労働基準法第 5条の対象となる。 

☆ 違反した場合、1年以上 10年以下の懲役または 20万円以上
300万円以下の罰金！ 

賠償予定 

（技能実習法第 47条第

1項） 

 実習監理者等は、技能実習に関する契約不履行について、違
約金を定め、損害賠償額を予定する契約をしてはならない。 
また、技能実習生だけでなく、配偶者・親族等を対象とする
契約も禁止。 

 実習実施者については、労働基準法第 16 条の対象となる。 
☆ 違反した場合、６ヶ月以下の懲役または 30万円以下の罰金！ 

強制貯蓄 

（技能実習法第 47条第

2項） 

 実習監理者等は、技能実習契約に付随して貯蓄・貯蓄金管理
の契約をさせてはならない。 

 実習実施者については、労働基準法第 18 条の対象となる。 
☆ 違反した場合、６ヶ月以下の懲役または 30万円以下の罰金！ 

在留カードの保管 

（技能実習法第 48条第

1項） 

 技能実習関係者は、技能実習生の旅券・在留カードを保管し
てはならない。 

☆ 技能実習生の意思に反して保管した場合、６ヶ月以下の懲役
または 30万円以下の罰金！ 

外出制限等 

（技能実習法第 48条第

2項） 

 技能実習関係者は、技能実習生の外出その他の私生活の自由
を不当に制限してはならない。 

☆ ６ヶ月以下の懲役または 30万円以下の罰金！ 

申告に対する不利益な取

扱い（技能実習法第 49

条第 2項） 

 実習実施者等は、申告を理由として技能実習生に対して不利
益な取り扱いをしてはならない。 

☆ ６ヶ月以下の懲役または 30万円以下の罰金！ 
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（２）相談体制の構築 

技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護のためには、実習実施者や監理団体が技能実習

関係法令に従って適切な技能実習、監理事業を行うことが重要となります。 

また、入国する技能実習生は、技能、技術及び知識の修得等をするにあたって、様々な困難

に直面することが想定されますが、技能実習生の受入れを担う実習実施者や監理団体が、技能

実習生の相談に応じ、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うことが必要となります。 

なお、外国人技能実習機構において、母国語による相談窓口（電話、メール等）を整備して

おり、生活面や技能実習面での様々な問題についての対応を行っていますので、当該情報につ

いては、入国時に技能実習生に配付する技能実習生手帳にも記載しているため、入国後講習に

おいて、法的保護に必要な情報の科目を行う際に、技能実習生に対して技能実習生手帳を使用

して確実に周知することも必要となります。 

 

（３）転籍の支援 

監理団体や実習実施者の事情により、技能実習生に対して技能実習を継続することが困難と

なった場合、技能実習生が円滑に他の実習実施者や監理団体へ転籍することができなければ予

定していた技能実習を行うことができず、途中帰国を余儀なくされることとなります。 

このため、このような事態を防止するため、実習実施者や監理団体が、①技能実習の継続が

困難となった際、②事業の休廃止等の届出をする際に、実習実施者や監理団体が責任を持っ

て、他の実習実施者や監理団体等との連絡調整その他の必要な措置を講じ、技能実習生の円滑

な転籍の支援を図ることが義務付けられています。 

実習実施者・監理団体が次の実習先を確保しようとする際は、外国人技能実習機構が運営す

る「監理団体向け実習先変更支援サイト」を利用することが可能です。 

 

「監理団体向け実習先変更支援サイト」 

https://www.support.otit.go.jp/kanri/ 

 

  

https://www.support.otit.go.jp/kanri/
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（出典：外国人技能実習機構ＨＰ 「技能実習生向け相談業務の実施」） 
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（出典：外国人技能実習機構ＨＰ 「技能実習生向け相談業務の実施」） 
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６．監査・訪問指導【監理団体】《実習実施者》 

（１）実習実施者への監査・訪問指導【監理団体】《実習実施者》 

監理団体は業務の実施の基準に従って、技能実習を行う実習実施者に対し監査及び訪問指導

を行い、その結果を外国人技能実習機構へ報告しなければなりません。 

  

①定期監査 

 頻度は３か月に１回以上として、監査は以下の方法とされています。 

・技能実習の実施状況の実地確認 

・技能実習責任者及び技能実習指導員から報告 

・技能実習を行わせている技能実習生の４分の１以上 

（技能実習生が２人以上４人以下の場合は２人以上）との面談 

・実習実施者の事業所の設置、帳簿書類等の閲覧 

・技能実習生の宿泊施設等の生活環境の確認 

また、過去の実習実施者の不正行為として、a.賃金の不払い、b. 過重労働、c.技能実習計

画と異なる作業への従事、d.実習実施者以外の事業者での作業従事、e.入国後講習期間中であ

るにも関わらず作業に従事させるなどの様々な事例が認められていますので、監査を実施する

際は、このような点にも配慮してください。 

なお、定期監査を行った場合は、その結果を、監査報告書により、監査対象の実習実施者の

住所地を管轄する外国人技能実習機構地方事務所・支所へ速やかに報告する必要があります。 

 

②臨時監査 

 技能実習計画の認定の欠格事由が発覚した場合に実施し、定期監査と同様の手法で実施する

必要があります。 

 また、a.実習実施者が技能実習計画に従って技能実習を行わせていない等の情報を得たとき

はもとより、b.実習実施者が不法就労者を雇用しているなど出入国関係法令に違反している疑

いがあるとの情報を得たとき、c.実習実施者が技能実習生の労働災害を発生させたなど労働関

係法令に違反している疑いがあるとの情報を得たときなどにも行うことが求められます。 

監理団体は、臨時監査を行った場合は、その結果を、監査報告書により、監査対象の実習実

施者の住所地を管轄する外国人技能実習機構地方事務所・支所へ速やかに報告する必要があり

ます。 

 

③訪問指導 

 第一号技能実習者（入国して１年目）がいる場合、監査とは別に、１か月に１回以上の頻度

で、実習実施場所に訪問し、技能実習の実施状況の実地確認を行うとともに、技能実習計画に

基づき技能実習を適正に行わせるよう指導を行う必要があります。 

 このため、訪問指導にあたっては、技能実習計画の作成を指導した担当者が行う事が望まし
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いです。 

監理団体は、訪問指導を行った場合は、指導の内容を記載した訪問指導記録書を作成し、実

習実施者の事業所に備え付けるとともに、その写しを事業報告書に添付し、年に１度外国人技

能実習機構本部へ提出する必要があります。 

 

（２）外部役員等による監理団体への外部監査【監理団体】 

技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を実現するためには、監理団体が実習実施者に

対して指導や監督を適正に実施することを担保し、監理団体が中立的な業務の運営を行うこと

が不可欠です。 

一方で、監理団体が、実習実施者を指導や監理するに際し、中立的な業務の運営を行うこと

が難しい側面も存在することも事実です。 

 このため、指定外部役員又は外部監査人による監査のいずれかの措置を監理団体が講じるこ

とを技能実習法で義務付けています。 

なお、外部監査実施後に、監理団体に対し外部監査報告書が提出されるので、監理事業を行

う事業所に備えて置かなければなりません。 
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７．技能実習評価試験【監理団体】 

外国人技能実習制度は、開発途上地域等の外国人を日本で一定期間に限り受け入れ、ＯＪＴ

を通じて技能、技術及び知識を移転する制度です。 

このため、技能実習計画において、技能実習生が、それぞれ第一号、第二号又は第三号の各

段階を修了した際に、技能実習評価試験に合格することを目標に定めることとしています。 

よって、第二号又は第三号技能実習へ移行し、３年ないし５年の技能実習を行わせるにあた

っては、技能実習計画で目標として定めた技能検定又は技能実習評価試験に合格しなければ、

次の段階の技能実習に進めないという仕組みとなっています。 

 

［技能実習の流れ］  

 

（出典：法務省・厚生労働省 「新たな外国人技能実習制度について」） 
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（１）自動車整備職種における技能実習評価試験 

自動車整備職種の技能実習評価試験は、一般社団法人日本自動車整備振興会連合会が試験実

施機関となり、外国人自動車整備技能実習評価試験として実施しています。 

外国人自動車整備技能実習評価試験の詳細は、一般社団法人日本自動車整備振興会連合会ホ

ームページより確認することができます。 

 

「外国人自動車整備技能実習評価試験」 

https://www.jaspa.or.jp/mechanic/expat/index.html 

 

（２）外国人自動車整備技能実習評価試験の概要 

自動車整備職種における外国人自動車整備技能実習評価試験の合格基準や受験資格等につい

ては次のとおりとなります。 

 

［外国人自動車整備技能実習評価試験レベル一覧表（初級・専門級・上級）］ 

（出典：一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会 「外国人自動車整備技能実習評価試験レベル一覧表（初級・専門級・上級）」） 

名  称 外国人自動車整備 
技能評価試験 

初級 

外国人自動車整備 
技能評価試験 

専門級 

外国人自動車整備 
技能評価試験 

上級 
活用目的 技能実習１年目の習得

技能等の評価 
技能実習３年目の習得
技能等の評価 

技能実習５年目の習得
技能等の評価 

学科
試験 

言 語 日本語（ひらがな分かち
書き＋ヘボン式ローマ
字） 

日本語（漢字かな交じり＋漢字にルビ） 

解答方法 真偽法（〇×式） 真偽法（〇×式） 多肢択一法 

問題数 ２０問 ３０問 ４０問 
試験時間 ６０分 ８０分 

実技
試験 

試験方法 初級、専門級：製作等作業試験 
上    級：製作等作業試験＋判断等試験 

試験時間 ３０分 ３３分 ４７分 
合格基準 【学科試験】初    級：６０％以上の正答数 

専門級、上級：６５％以上の正答数 
【実技試験】初級、専門級：６０％以上の得点 

上    級：６０％以上の得点 
 ただし、上級の場合にあっては、製作等作業試験、判断等試験のいずれか
の得点が４０％未満の場合は不合格となる。 

判定期間 試験後３～７日 
受験資格 実務経験２ヶ月以上 第二号技能実習の開始

日から実務経験１６ヶ
月以上 

第三号技能実習の開始
日から実務経験１２ヶ
月以上 

評価する技能 
レベル 

職種ごとの基本的な業
務を遂行するために必
要な基礎的な技能及び
これに関する知識のレ
ベル 
 
（技能検定基礎級相当） 

職種ごとの初級の技能
労働者が通常有するべ
き技能及びこれに関す
る知識のレベル 
 
 
（技能検定３級相当） 

職種ごとの中級の技能
労働者が通常有すべき
技能及びこれに関する
知識のレベル 
 
 
（技能検定２級相当） 

https://www.jaspa.or.jp/mechanic/expat/index.html
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（３）外国人自動車整備技能実習評価試験の流れ 

監理団体は、技能実習法において、技能実習評価試験の受験手続の適切な実施を監理するこ

とが定められています。 

円滑に次段階の技能実習への移行を図る必要があるため、地方入国管理局への在留資格変更

許可申請の手続を行えるよう余裕を持って計画的に監理する必要があります。 

 

①受験申請連絡票の提出 

監理団体は、受験申請連絡票を作成し、次の期限までに外国人技能実習機構へ提出する必要

があります。 

 

［提出期限］ 

 第一号技能実習生については実習が終了する６ヶ月前まで 

 第二号技能実習生及び第三号技能実習生については実習が終了する12ヶ月前まで 

 

②受験案内のお知らせ 

外国人技能実習機構から外国人自動車整備技能実習評価試験機関である一般社団法人日本自

動車整備振興会連合会へ受験申請連絡票の回付があり、これを受けた段階で技能実習評価試験

を実施する各都道府県自動車整備振興会から監理団体へ技能実習評価試験の受験の案内、振込

通知書等がメールにて通知されます。 

 

③受験申請書・受験票の提出 

監理団体は、次の書類を取りまとめて、試験会場の各都道府県自動車整備振興会へ郵送しま

す。 

 

［提出書類］ 

 受験申請書※（必要事項を記入し、顔写真を貼付した状態） 

 受験票※（必要事項を記入し、顔写真を貼付した状態） 

 在留カードのコピー（受験申請書の裏面に貼付した状態） 

 返信用封筒に貼付できる宛先を書いた用紙 

※一般社団法人日本自動車整備振興会連合会ホームページよりダウンロードができます。 

 

また、受験案内に記載されている口座に受験料を振り込むとともに振込通知書を一般社団法

人日本自動車整備振興会連合会へＦＡＸにて送付します。 

 

④受験票の送付 

受験申請書の提出と受験料の入金を確認後、試験会場の各都道府県自動車整備振興会から、
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試験実施日の約７日前までに受験票が監理団体へ郵送されます。 

試験の７日前になっても受験票が届かない場合には、各都道府県自動車整備振興会担当者に

お問い合わせてください。 

 

⑤試験の実施 

技能実習生は、試験会場である各都道府県自動車整備振興会において受験します。 

 

⑥試験結果の通知 

合否結果が確定次第、試験会場の各都道府県自動車整備振興会から監理団体へ試験結果が郵

送されます。監理団体は、郵送された合否結果の内容について、受験者である技能実習生に通

知します。 

 

⑦合格証書の交付 

学科試験と実技試験の両方に合格した技能実習生に対し、試験会場の各都道府県自動車整備

振興会から合格証書が発行され、監理団体に郵送されます。監理団体は、郵送された合格証書

を受験者である技能実習生に通知します。 

 

⑧不合格者の再試験 

学科試験、実技試験の一方または両方の不合格者は、希望をすれば1 回に限り再試験を受

験することができます。再試験を希望する場合には、監理団体は、再受験申請書を当初受験し

た試験会場の各都道府県自動車整備振興会に郵送する必要があります。 

受験料の費用振込先銀行口座名については、外国人自動車整備技能実習評価試験の受験の案

内にて通知されます。 

なお、受験票は、試験会場である各都道府県自動車整備振興会にて再試験当日まで保管され

ます。以降、③～⑥の流れになります。 
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［試験の流れ］ 

 
日整連では、外国人技能実習機構から受験申請情報を受けて、当該情報を地方自動車整備振興会に回付、地方自動車整備振興会から監理

団体に「受験案内」と「振込通知書」をメールし、実技試験問題は郵送します。（この段階で「試験実施日・試験実施場所」を決めます。） 

監理団体・実習実施者・技能実習生は「受験申請書」、「受験票」に所定の事項を記入のうえ、必要書類を添えて、地方自動車整備振興会

に受験申請をして、受験案内に記載されている日整連の口座に受験料を振り込むとともに「振込通知書」を日整連に FAX してください。 

受験料の振込確認後に受験番号等を記入した「受験票」を返送します。 

試験後、試験結果の通知を行い、学科試験と実技試験の両方に合格した受験者に対しては「合格証書」を交付します。 

（出典：一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会ＨＰ 「試験の流れ」） 

 

⑨受験料 

自動車整備職種の技能実習評価試験の受験料は、次のとおりです。再試験の場合も同額とな

ります。 

［受験料］ 

区分 科目 料金 

初級 

 

学科試験 34,000円 

実技試験 34,000円 

専門級 

 

学科試験 34,000円 

実技試験 34,000円 

上級 

 

学科試験 34,000円 

実技試験 34,000円 

 

技能実習評価試験受験料については、「技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す

る基本方針」（平成29年法務省・厚生労働省公示第1号）により、実習実施者又は監理団体が

負担することが明記されています。 

また、「技能実習制度運用要領～関係者の皆さまへ～」において、技能実習評価試験の受験

料等の費用がかかることを理由に、技能実習生の報酬の額を低くすることはできないことが明

記されています。 

①受験申請情報（団体から機構経由で試験実施機関に提出）

③受験申請及び受験票 ②受験申請情報の転送
受験料納付（日整連の口座へ振込）

振込通知書を日整連にFAX

④受験票交付 ⑤受験者名簿の送付
〇受験資格の審査

⑥受験 ⑦報告
〇受験者名簿作成

⑨試験結果の通知 ⑧試験結果の通知
〇試験の実施・採点・報告

⑪合格証書の交付 ⑩合格証書の作成・送付
〇合格証書の交付

注
①受験申請情報の進達

監
理
団
体
型
／
監
理
団
体

企
業
単
独
型
／
実
習
実
施
者

外
国
人
技
能
実
習
機
構

一
般
社
団
法
人
日
本
自
動
車
整
備
振
興
会
連
合
会

試
験
実
施
機
関

⑫試験結果の報告

地方自動車整備振興会

（外国人自動車整備技能実習評価
試験地方委員会）
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（出典：外国人技能実習機構ＨＰ 「受検手続支援」） 
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（出典：外国人技能実習機構ＨＰ 「受検手続支援」）  
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（参考資料１）Ｑ＆Ａ集 

 

Ｑ１：技能実習生から、高度な技術を要する点検整備や分解整備を行いたいと要望があった

場合、実施させてもよいか。 

Ａ１：技能実習計画審査基準には、必須業務、関連業務、周辺業務が定められており、その範

囲から逸脱しなければ実施しても構いません。（２．（２）参照） 

    

   技能実習と認められる例（技能実習計画が認定されていることが前提です。） 

・第三号技能実習における、スキャンツールを使用した故障診断作業 

 

Ｑ２：送り出し国において、入国前に実技による講習を行ってもよいか。 

Ａ２：入国前に実技による講習を行うことは可能ですが、技能実習法令で内容（日本語や生活

一般に関する知識等）や方法（座学、見学）が規定されている入国前講習とはならない

ことに留意が必要です。 

 

Ｑ３：怪我や病気により、技能実習計画どおりの技能実習が困難になった場合は、技能実習

内容をどこまで変更できるのか。 

Ａ３：このような場合において、引き続き技能実習を行おうとするときには、技能実習計画の

変更について、認定の申請又は届出が必要です。変更内容により手続きが異なりますの

で詳細については外国人技能実習機構の地方事務所・支所にお問い合わせください。な

お、技能実習の継続が困難と認められた場合には、技能実習実施困難時届出書の提出が

必要です。 

   

Ｑ４：整理・整頓・清潔・清掃の観点から、技能実習生に草むしりやトイレ掃除をさせても

よいか。 

Ａ４：技能実習計画審査基準に定める周辺業務の構内清掃には該当しないことから、実施させ

ることはできません。 

 

Ｑ５：技能実習生が自動車の不具合を発見した場合、直接お客様に不具合の説明や修理を勧

めてもよいか。 

Ａ５：技能実習計画審査基準の範囲内の業務であり、当該技能実習生の認定された技能実習計

画に記載されているものであれば問題ありません。 
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Ｑ６：整備作業を行うに当たり、資格・免許・特別講習教育が必要となる具体的な作業とは

なにか。 

Ａ６：下表を参考にしてください。 

主な特別教育を必要とする業務

及び就業制限に係る業務 
主な作業内容例 免許・資格・特別教育 

アーク溶接 
溶接、溶断作業 

免許・資格が必要 

ガス溶接 

フォークリフト フォークリフトによる運搬作業 

ホイストクレーン ホイストクレーンによる積卸作業 

玉掛け作業 つり上げ能力 1t 以上のクレーンによ

る積卸作業 

危険物取扱 一定数量以上の危険物の貯蔵、取扱作

業※１ 

有機溶剤作業 特定化学物質の貯蔵、取扱作業※２ 

タイヤ空気充填作業 タイヤ空気充填作業※３ 特別教育が必要 

自由研削砥石交換 卓上グラインダの砥石交換作業及び

試運転 

低圧電気取扱業務 高電圧部の充電路の開閉器操作作業 

※１は、甲種又は乙種（ガソリン、軽油は第 4類）の危険部取扱者の立ち会いがあれば作
業が可能です。 

※２は、有機溶剤作業主任者の指揮の下であれば作業が可能です。 
※３は、組立を伴わない空気の補充作業は該当しません。 

 

Ｑ７：技能実習生に、自動車整備士を受験させてもよいか。 

Ａ７：受験させることは可能であるものの、技能実習計画審査基準の範囲以外の作業を実施す

ることはできません。このため、自動車整備士試験を受験させるにあたり、本来の目的

である技能実習から逸脱する行為は認められません。 

なお、自動車整備士試験を受験させる場合には、本来の目的である技能実習に影響が生

じないよう、技能実習生と調整してください。  

 

Ｑ８：技能実習は、国家試験である自動車整備士試験の受験資格となる実務経験と解しても

よいか。 

Ａ８：技能実習生は自動車整備事業者と雇用契約を締結した上で、技能実習生として受け入れ

ていることから、「自動車整備職種」における技能実習計画審査基準に定める業務を実

施したことを確認できる場合は、自動車整備士試験の受験資格となる実務経験として認

められます。 

   なお、実務経験として認められるか否かは、技能実習内容に左右されますので、必ず、

その内容について、各地域にある自動車整備振興会に確認する必要があります。 
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Ｑ９：技能実習生から、自動車整備以外の業務を教えてほしいと要望があった場合、教えて

もよいか。 

Ａ９：技能実習計画審査基準の範囲内の業務であり、当該技能実習生の認定された技能実習計

画に記載されているものであれば問題ありません。  
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（参考資料２）技能実習制度における自動車整備職種 

（１）自動車整備職種の追加 

日本における自動車の定期点検や車検等による整備作業は、路上故障の未然防止など自動車

の安全確保等に重要な役割を果たしています。 

一方で、アジア地域をはじめとする諸外国では自動車の保有台数が大幅に伸びている中、車

検等の制度整備や、故障の未然防止に繋がる点検整備に関する技能、技術の習得ニーズが高ま

っています。 

このニーズに対応するため、平成28年4月に外国人を日本で一定期間に限り受け入れ、ＯＪ

Ｔを通じて技能、技術又は知識の開発途上地域等への移転を図ることを目的とする外国人技能

実習制度の職種に自動車整備が追加されるとともに、一般社団法人日本自動車整備振興会連合

会において外国人自動車整備技能実習評価試験を創設されました。 

外国人技能実習制度を活用した自動車整備技能・技術の移転により、開発途上地域等におい

て日本の点検整備や車検制度に精通した人材が育成され、開発途上地域等への輸出・販売が拡

大している日本車の優れた性能の維持や、自動車の安全の確保が図られるほか、日本型の車検

制度等のソフトインフラ輸出にも繋がります。 

 

（２）国土交通大臣が告示で定める基準 

自動車整備作業については、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図る目的とし

て、実習の内容に関する基準、技能実習を行うための体制及び監理団体の業務の実施に関する

基準を定めています。 

制度の円滑な運用が図られることを目的として、基準解説などを記載した「特定の職種及び

作業に係る技能実習制度運用要領 ～自動車整備職種の自動車整備作業の基準について～」を

作成し、国土交通省・法務省・厚生労働省・外国人技能実習機構ＨＰにて公表していますので

詳細はそちらをご確認ください。 

 

「特定の職種及び作業に係る技能実習制度運用要領 ～自動車整備職種の自動車整備作業

の基準について～」 

http://www.mlit.go.jp/common/001183620.pdf 

 

１）技能実習の内容に関する基準 

入国後講習又は入国前講習のいずれかにおいて、自動車整備作業に関する講習（国土交通

大臣が指定する教材を使用して、自動車整備作業に関する基礎的な知識を修得させるものに

限る。）を実施すること。 

 

［国土交通大臣が指定する教材］ 

 基礎自動車整備作業 

 外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本 
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   ※「基礎自動車整備作業」は、各地域にある自動車整備振興会が販売しています。 

「基礎自動車整備作業」 

https://www.jaspa.or.jp/association/publication/book_kkseibi.html 

各地域にある自動車整備振興会の所在地等についてはこちらから確認できます。 

https://www.jaspa.or.jp/association/ 

 

※「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」は、一般社団法人日本自動車

整備振興会連合会のＨＰで公表されています。 

「外国人技能実習制度自動車整備職種 安全衛生教本」 

https://www.jaspa.or.jp/Portals/0/resources/jaspahp/user/expat/pdf/015.pdf 

 

２）技能実習を行わせる体制の基準 

① 第１、２号技能実習の技能実習指導員が、技能実習法規則第 12条第１項第２号※に規

定する要件に該当するほか、次のいずれかに該当する者であること。 

 一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者 

 三級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実

務の経験を有する者 

② 第三号技能実習の技能実習指導員が、規則案第 12条第１項第２号※に規定する要件に

該当するほか、次のいずれかに 該当する者であること。 

 一級の自動車整備士の技能検定に合格した者 

 二級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実

務の経験を有する者 

③ 技能実習を行わせる事業所が、道路運送車両法第78条第１項の規定に基づき地方運輸局

長から自動車分解整備事業の認証（対象とする自動車の種類として二輪の小型自動車のみ

を指定されたもの及び対象とする業務の範囲を限定して行われたものを除く。）を受けた

事業場であること。 

 

※技能実習法規則案第 12条第 1項第 2号 

技能実習の指導を担当する者として、申請者又はその常勤の役員若しくは職員のう

ち、技能実習を行わせる事業所に所属する者であって、修得等をさせようとする技能、

技術及び知識について 5年以上の経験を有し、かつ、次のいずれにも該当しないものの

中から技能実習指導員を 1名以上選任していること。 

イ 技能実習法第 10条第１号から第７号まで又は 第九号に該当する者 

ロ 過去五年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者 

ハ 未成年者 

https://www.jaspa.or.jp/association/publication/book_kkseibi.html
https://www.jaspa.or.jp/association/
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３）監理団体の業務の実施に関する基準 

技能実習計画の作成の指導について、次の各号のいずれかに掲げる者に担当させることと

していること。 

 一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者 

 三級の自動車整備士の技能検定に合格した日から自動車整備作業に関し３年以上の実務

の経験を有する者 

 自動車検査員の要件を備える者 

 自動車整備士の養成施設において５年以上の指導に係る実務の経験を有する者 
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（参考資料３）日本における自動車の点検整備・検査制度について 
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（参考資料４）特別教育を必要とする業務・就業制限に係る業務 

（１）特別教育を必要とする業務 

①参照条文 

○労働安全衛生法（昭和47年法律第57条） 

 第59条（安全衛生教育） 

第１項 事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければならない。 

第２項 （略） 

第３項 事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育

を行なわなければならない。 

 

○労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号） 

  第36条（特別教育を必要とする業務） 

第１項 法第 59条第３項の厚生労働省令で定める危険又は有害な業務は、次のとおりとする。 

 

特別教育を必要とする業務についての詳細は、厚生労働省 職場のあんぜんサイトホームページ

より確認することができます。適宜、最新の情報を確認ください。 

  

「特別教育を必要とする業務」 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo50_1.html 

 

②労働安全衛生規則第 36条に定める特別教育一覧表 

 号 必要な特別教育 

1 研削といしの取替え又は取替え時の試運転の業務 

2 動力により駆動されるプレス機械の金型、シヤーの刃部又はプレス機械若しくはシヤーの

安全装置若しくは安全囲いの取付け、取外し又は調整の業務 

3 アーク溶接機を用いて行う金属の溶接、溶断等の業務 

4 高圧（直流にあっては 750Vを、交流にあっては 600Vを超え、7,000V以下である電圧をい

う。以下同じ。）若しくは特別高圧（7,000Vを超える電圧をいう。以下同じ。）の充電電

路若しくは当該充電電路の支持物の敷設、点検、修理若しくは操作の業務 

低圧（直流にあっては 750V以下、交流にあっては 600V以下である電圧をいう。以下同

じ。）の充電電路（対地電圧が 50V以下であるもの及び電信用のもの、電話用のもの等で

感電による危害を生ずるおそれのないものを除く。）の敷設若しくは修理の業務又は配電

盤室、変電室等区画された場所に設置する低圧の電路（対地電圧が 50V以下であるもの及

び電信用のもの、電話用のもの等で感電による危害の生ずるおそれのないものを除く。）

のうち充電部分が露出している開閉器の操作の業務 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo50_1.html
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 号 必要な特別教育 

5 最大荷重１t未満のフオークリフトの運転（道路交通法（昭和 35年法律第 105号）第２条

第１項第１号の道路（以下「道路」という。）上を走行させる運転を除く。）の業務 

5-2 最大荷重１t未満のシヨベルローダー又はフオークローダーの運転（道路上を走行させる

運転を除く。）の業務 

5-3 最大積載量が１t未満の不整地運搬車の運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務 

6 制限荷重５t未満の揚貨装置の運転の業務 

6-2 伐木等機械（伐木、造材又は原木若しくは薪炭材の集積を行うための機械であって、動力

を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものをいう。以下同じ。）の運転（道路上を走

行させる運転を除く。）の業務 

6-3 走行集材機械（車両の走行により集材を行うための機械であって、動力を用い、かつ、不

特定の場所に自走できるものをいう。以下同じ。）の運転（道路上を走行させる運転を除

く。）の業務 

7 機械集材装置（集材機、架線、搬器、支柱及びこれらに附属する物により構成され、動力

を用いて、原木又は薪炭材（以下「原木等」という。）を巻き上げ、かつ、空中において

運搬する設備をいう。以下同じ。）の運転の業務 

7-2 簡易架線集材装置（集材機、架線、搬器、支柱及びこれらに附属する物により構成され、

動力を用いて、原木等を巻き上げ、かつ、原木等の一部が地面に接した状態で運搬する設

備をいう。以下同じ。）の運転又は架線集材機械（動力を用いて原木等を巻き上げること

により当該原木等を運搬するための機械であって、動力を用い、かつ、不特定の場所に自

走できるものをいう。以下同じ。）の運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務 

8 胸高直径が 70cm 以上の立木の伐木、胸高直径が 20cm以上で、かつ、重心が著しく偏して

いる立木の伐木、つりきりその他特殊な方法による伐木又はかかり木でかかっている木の

胸高直径が 20cm 以上であるものの処理の業務（6-2に掲げる業務を除く。） 

8-2 チエーンソーを用いて行う立木の伐木、かかり木の処理又は造材の業務（8に掲げる業務

を除く。） 

9 機体重量が３t未満の労働安全衛生法施行令（昭和 47年政令第 318号。（以下、「令」と

いう。））別表第７第１号、第２号、第３号又は第６号に掲げる機械で、動力を用い、か

つ、不特定の場所に自走できるものの運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務 

 

○別表第７第１号、第２号、第３号又は第６号に掲げる機械 

第１号 整地・運搬・積込み用機械 

１  ブル・ドーザー 

２  モーター・グレーダー 

３  トラクター・シヨベル 

４  ずり積機 

５  スクレーパー 

６  スクレープ・ドーザー 
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 号 必要な特別教育 

７  １から６までに掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

第２号 掘削用機械 

１  パワー・シヨベル 

２  ドラグ・シヨベル 

３  ドラグライン 

４  クラムシエル 

５  バケツト掘削機 

６  トレンチヤー 

７  １から６までに掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

 第３号 基礎工事用機械 

１  くい打機 

２  くい抜機 

３  アース・ドリル 

４  リバース・サーキユレーシヨン・ドリル 

５  せん孔機（チユービングマシンを有するものに限る。） 

６  アース・オーガー 

７  ペーパー・ドレーン・マシン 

８  １から７までに掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

第６号 解体用機械 

１  ブレーカ 

２  １に掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

9-2 令別表第７第３号に掲げる機械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるもの以

外のものの運転の業務 

 

○別表第７第３号に掲げる機械 

第３号 基礎工事用機械 

１  くい打機 

２  くい抜機 

３  アース・ドリル 

４  リバース・サーキユレーシヨン・ドリル 

５  せん孔機（チユービングマシンを有するものに限る。） 

６  アース・オーガー 

７  ペーパー・ドレーン・マシン 

８  １から７までに掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

9-3 令別表第７第３号に掲げる機械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの

作業装置の操作（車体上の運転者席における操作を除く。） 
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 号 必要な特別教育 

○別表第７第３号に掲げる機械 

第３号 基礎工事用機械 

１  くい打機 

２  くい抜機 

３  アース・ドリル 

４  リバース・サーキユレーシヨン・ドリル 

５  せん孔機（チユービングマシンを有するものに限る。） 

６  アース・オーガー 

７  ペーパー・ドレーン・マシン 

８  １から７までに掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

10 令別表第７第４号に掲げる機械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの

運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務 

 

○別表第７第４号に掲げる機械 

第４号 締固め用機械 

１  ローラー 

２  １に掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

10-2 令別表第７第５号に掲げる機械の作業装置の操作の業務 

 

○別表第７に掲げる機械 

第５号 コンクリート打設用機械 

１  コンクリートポンプ車 

２  １に掲げる機械に類するものとして厚生労働省令で定める機械 

10-3 ボーリングマシンの運転の業務 

10-4 建設工事の作業を行う場合における、ジャッキ式つり上げ機械(複数の保持機構(ワイヤロ

ープ等を締め付けること等によって保持する機構をいう。以下同じ。)を有し、当該保持

機構を交互に開閉し、保持機構間を動力を用いて伸縮させることにより荷のつり上げ、つ

り下げ等の作業をワイヤロープ等を介して行う機械をいう。以下同じ。)の調整又は運転

の業務  

10-5 作業床の高さ（(作業床を最も高く上昇させた場合におけるその床面の高さをいう。以下

同じ。）の作業床の高さをいう。）が 10メートル未満の高所作業車（作業床の高さ（作

業床を最も高く上昇させた場合におけるその床面の高さをいう。以下同じ）が２メートル

以上の高所作業車）の運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業務 

11 動力により駆動される巻上げ機（電気ホイスト、エヤーホイスト及びこれら以外の巻上げ

機でゴンドラに係るものを除く。）の運転の業務 

12 削除 
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13 動力車及び動力により駆動される巻上げ装置で、軌条により人又は荷を運搬する用に供さ

れる（鉄道営業法(明治 33年法律第 65号)、鉄道事業法(昭和 61年法律第 92号)又は軌道

法（大正 10年法律第 76号)の適用を受けるものを除く。)機械等（巻上げ装置を除く。）

の運転の業務 

14 小型ボイラー（令第１条第４号の小型ボイラーをいう。以下同じ）の取扱いの業務 

 

○令第１条第４号に掲げる小型ボイラー 

イ ゲージ圧力 0.1ＭＰa以下で使用する蒸気ボイラーで、伝熱面積が１㎡以下のもの

又は胴の内径が 300mm以下で、かつ、その長さが 300mm以下のもの 

ロ 伝熱面積が 3.5㎡以下の蒸気ボイラーで、大気に開放した内径が 25mm以上の蒸気

管を取り付けたもの又はゲージ圧力 0.05ＭＰa以下で、かつ、内径が 25mm以上の

Ｕ形立管を蒸気部に取り付けたもの 

ハ ゲージ圧力 0.1ＭＰa以下の温水ボイラーで、伝熱面積が８㎡以下のもの 

ニ ゲージ圧力 0.2ＭＰa下の温水ボイラーで、伝熱面積が２㎡以下のもの 

ホ ゲージ圧力１ＭＰa以下で使用する貫流ボイラー（管寄せの内径が 150mmを超える

多管式のものを除く。）で、伝熱面積が 10㎡以下のもの（気水分離器を有するも

のにあっては、当該気水分離器の内径が 300mm以下で、かつ、その内容積が 0.07ｍ

3以下のものに限る。） 

15 次に掲げるクレーン（移動式クレーン（移動式クレーン原動機を内蔵し、かつ、不特定の

場所に移動させることができるクレーンをいう。以下同じ。）を除く。以下同じ。）の運

転の業務 

イ  つり上げ荷重が５t未満のクレーン 

ロ  つり上げ荷重が５t以上の跨(こ)線テルハ 

16 つり上げ荷重が１t未満の移動式クレーンの運転（道路上を走行させる運転を除く。）の業

務 

17 つり上げ荷重が５t未満のデリツクの運転の業務 

18 建設用リフトの運転の業務 

19 つり上げ荷重が１t未満のクレーン、移動式クレーン又はデリツクの玉掛けの業務 

20 ゴンドラの操作の業務 

20-2 作業室及び気こう室へ送気するための空気圧縮機を運転する業務 

21 高圧室内作業に係る作業室への送気の調節を行うためのバルブ又はコツクを操作する業務 

22 気こう室への送気又は気こう室からの排気の調整を行うためのバルブ又はコックを操作す

る業務 

23 潜水作業者への送気の調節を行うためのバルブ又はコツクを操作する業務 

24 再圧室を操作する業務 

24-2 高圧室内作業に係る業務 

25 令別表第５に掲げる四アルキル鉛等業務 
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○別表第５  四アルキル鉛等業務 

一 四アルキル鉛（四メチル鉛、四エチル鉛、一メチル・三エチル鉛、二メチル・二エチ

ル鉛及び三メチル・一エチル鉛並びにこれらを含有するアンチノツク剤をいう。以下

同じ。）を製造する業務（四アルキル鉛が生成する工程以後の工程に係るものに限

る。） 

二 四アルキル鉛をガソリンに混入する業務（四アルキル鉛をストレージタンクに注入す

る業務を含む。） 

三 前二号に掲げる業務に用いる機械又は装置の修理、改造、分解、解体、破壊又は移動

を行なう業務（次号に掲げる業務に該当するものを除く。） 

四 四アルキル鉛及び加鉛ガソリン（四アルキル鉛を含有するガソリンをいう。）（以下

「四アルキル鉛等」という。）によりその内部が汚染されており、又は汚染されてい

るおそれのあるタンクその他 

    の設備の内部における業務 

五 四アルキル鉛等を含有する残さい物（廃液を含む。以下同じ。）を取り扱う業務 

六 四アルキル鉛が入つているドラムかんその他の容器を取り扱う業務 

七 四アルキル鉛を用いて研究を行なう業務 

八 四アルキル鉛等により汚染されており、又は汚染されているおそれのある物又は場所

の汚染を除去 する業務（第二号又は第四号に掲げる業務に該当するものを除く。） 

26 令別表第六に掲げる酸素欠乏危険場所における作業に係る業務 

 

○別表第六  酸素欠乏危険場所 

一 次の地層に接し、又は通ずる井戸等（井戸、井筒、たて坑、ずい道、潜函(かん)、ピ

ツトその他これらに類するものをいう。次号において同じ。）の内部（次号に掲げる

場所を除く。） 

  イ 上層に不透水層がある砂れき層のうち含水若しくは湧(ゆう)水がなく、又は少ない

部分 

ロ 第一鉄塩類又は第一マンガン塩類を含有している地層 

  ハ メタン、エタン又はブタンを含有する地層 

ニ 炭酸水を湧(ゆう)出しており、又は湧(ゆう)出するおそれのある地層 

ホ 腐泥層 

二 長期間使用されていない井戸等の内部 

三 ケーブル、ガス管その他地下に敷設される物を収容するための暗きよ、マンホール又

はピツトの内部 

三の二 雨水、河川の流水又は湧(ゆう)水が滞留しており、又は滞留したことのある槽、

暗きよ、マンホール又はピツトの内部 
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三の三 海水が滞留しており、若しくは滞留したことのある熱交換器、管、暗きよ、マン

ホール、溝若しくはピツト（以下この号において「熱交換器等」という。）又は海水

を相当期間入れてあり、若しくは入れたことのある熱交換器等の内部 

四 相当期間密閉されていた鋼製のボイラー、タンク、反応塔、船倉その他その内壁が酸

化されやすい施設（その内壁がステンレス鋼製のもの又はその内壁の酸化を防止する

ために必要な措置が講ぜられ 

    ているものを除く。）の内部 

五 石炭、亜炭、硫化鉱、鋼材、くず鉄、原木、チツプ、乾性油、魚油その他空気中の酸

素を吸収する物質を入れてあるタンク、船倉、ホツパーその他の貯蔵施設の内部 

六 天井、床若しくは周壁又は格納物が乾性油を含むペイントで塗装され、そのペイント

が乾燥する前に密閉された地下室、倉庫、タンク、船倉その他通風が不十分な施設の

内部 

七 穀物若しくは飼料の貯蔵、果菜の熟成、種子の発芽又はきのこ類の栽培のために使用

しているサイロ、むろ、倉庫、船倉又はピツトの内部 

八  しようゆ、酒類、もろみ、酵母その他発酵する物を入れてあり、又は入れたことのあ

るタンク、むろ又は醸造槽の内部 

九 し尿、腐泥、汚水、パルプ液その他腐敗し、又は分解しやすい物質を入れてあり、又

は入れたことのあるタンク、船倉、槽、管、暗きよ、マンホール、溝又はピツトの内

部 

十 ドライアイスを使用して冷蔵、冷凍又は水セメントのあく抜きを行つている冷蔵庫、

冷凍庫、保冷貨車、保冷貨物自動車、船倉又は冷凍コンテナーの内部 

十一 ヘリウム、アルゴン、窒素、フロン、炭酸ガスその他不活性の気体を入れてあり、

又は入れたことのあるボイラー、タンク、反応塔、船倉その他の施設の内部 

十二 前各号に掲げる場所のほか、厚生労働大臣が定める場所 

27 特殊化学設備の取扱い、整備及び修理の業務（第一種圧力容器の整備の業務を除く。） 

 

○第一種圧力容器○ 

イ 蒸気その他の熱媒を受け入れ、又は蒸気を発生させて固体又は液体を加熱する容器

で、容器内の圧力が大気圧を超えるもの（ロ又はハに掲げる容器を除く。）で、内

容積が５ｍ３以下のもの 

ロ 容器内における化学反応、原子核反応その他の反応によつて蒸気が発生する容器

で、容器内の圧力が大気圧をこえるもので、内容積が１ｍ３以下のもの 

28 エツクス線装置又はガンマ線照射装置を用いて行う透過写真の撮影の業務 

28-2 加工施設（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法律第 166

号）第 13条第２項第２号に規定する加工施設をいう。）、再処理施設（同法第 44条第２

項第２号に規定する再処理施設をいう。）又は使用施設等（同法第 53条第２号に規定す

る使用施設等（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32
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年政令第 324号）第 41条に規定する核燃料物質の使用施設等に限る。）をいう。）の管

理区域（電離放 射線障害防止規則（昭和 47年労働省令第 41号。以下「電離則」とい

う。）第３条第１項に規定する管理区域をいう。次号において同じ。）内において核燃料

物質（原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）第三条第二号に規定する核燃料物質

をいう。次号において同じ。）若しくは使用済燃料（核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第二条第十項に規定する使用済燃料をいう。次号において同じ。）又

はこれらによって汚染された物（原子核分裂生成物を含む。次号において同じ。）を取り

扱う業務 

28-3 原子炉施設（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 23条第２項第５

号に規定する試験研究用等原子炉施設及び同法第 43条の３の５第２項第５号に規定する

発電用原子炉施設をいう。)の管理区域内において、核燃料物質若しくは使用済燃料又は

これらによって汚染された物を取り扱う業務 

28-4 東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に

係る電離放射線障害防止規則(平成 23年厚生労働省令第 152号。以下「除染則」とい

う。)第２条第７項第２号イ又はロに掲げる物その他の事故由来放射性物質(平成 23年３

月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当該原子力発

電所から放出された放射性物質をいう。)により汚染された物であつて、電離則第２条第

２項に規定するものの処分の業務 28の５電離則第７条の２第３項の特例緊急作業に係る

業務 

28-5 特例緊急被ばく限度に係る緊急作業の業務 

29 粉じん障害防止規則（昭和 54年労働省令第 18号。以下「粉じん則」という。）第二条第

一項第三号の特定粉じん作業（設備による注水又は注油をしながら行う粉じん則第三条各

号に掲げる作業に該当するものを除く。）に係る業務 

30 ずい道等の掘削の作業又はこれに伴うずり、資材等の運搬、覆工のコンクリートの打設等

の作業（当該ずい道等の内部において行われるものに限る。）に係る業務 

31 マニプレータ及び記憶装置（可変シーケンス制御装置及び固定シーケンス制御装置を含

む。以下同じ。）を有し、記憶装置の情報に基づきマニプレータの伸縮、屈伸、上下移

動、左右移動若しくは旋回の動作又はこれらの複合動作を自動的に行うことができる機械

（研究開発中のものその他厚生労働大臣が定めるものを除く。以下「産業用ロボツト」と

いう。）の可動範囲（記憶装置の情報に基づきマニプレータその他の産業用ロボットの各

部の動くことができる最大の範囲をいう。以下同じ。）内において当該産業用ロボツトに

ついて行うマニプレータの動作の順序、位置若しくは速度の設定、変更若しくは確認（以

下「教示等」という。）（産業用ロボツトの駆動源を遮断して行うものを除く。以下この

号において同じ。）又は産業用ロボツトの可動範囲内において当該産業用ロボツトについ

て教示等を行う労働者と共同して当該産業用ロボツトの可動範囲外において行う当該教示

等に係る機器の操作の業務 
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32 産業用ロボツトの可動範囲内において行う当該産業用ロボツトの検査、修理若しくは調整

（教示等に該当するものを除く。）若しくはこれらの結果の確認（以下この号において

「検査等」という。）（産業用ロボツトの運転中に行うものに限る。以下この号において

同じ。）又は産業用ロボツトの可動範囲内において当該産業用ロボツトの検査等を行う労

働者と共同して当該産業用ロボツトの可動範囲外において行う当該検査等に係る機器の操

作の業務 

33 自動車（二輪自動車を除く。）用タイヤの組立てに係る業務のうち、空気圧縮機を用いて

当該タイヤに空気を充てんする業務 

34 ダイオキシン類対策特別措置法施行令(平成 11年政令第 433号)別表第１第５号に掲げる

廃棄物焼却炉を有する廃棄物の焼却施設(第 90条第５号の３を除き、以下「廃棄物の焼却

施設」という。)においてばいじん及び焼却灰その他の燃え殻を取り扱う業務(第 36号に

掲げる業務を除く。) 

35 廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の保守点検等の業務 

26 廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の解体等の業務及びこれ

に伴うばいじん及び焼却灰その他の燃え殻を取り扱う業務 

37 石綿障害予防規則（平成 17年厚生労働省令第 21号。）第４条第１項各号に掲げる作業に

係る業務 

38 除染則第２条第７項の除染等業務及び同条第８項の特定線量下業務 

39 足場の組立て、解体又は変更の作業に係る業務（地上又は堅固な床上における補助作業の

業務を除く。） 

40 高さが２メートル以上の箇所であつて作業床を設けることが困難なところにおいて、昇降

器具（労働者自らの操作により上昇し、又は下降するための器具であつて、作業箇所の上

方にある支持物にロープを緊結してつり下げ、当該ロープに労働者の身体を保持するため

の器具（第 539条の２及び第 539条の３において「身体保持器具」という。）を取り付け

たものをいう。）を用いて、労働者が当該昇降器具により身体を保持しつつ行う作業（40

度未満の斜面における作業を除く。以下「ロープ高所作業」という。）に係る業務 

 （出典：「労働安全衛生規則 第３６条 特別教育を必要とする業務」より作成） 
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（２）就業制限に係る業務 

①参照条文 

○労働安全衛生法（昭和47年法律第57条） 

 第61条（就業制限） 

第１項 事業者は、クレーンの運転その他の業務で、政令で定めるものについては、都道府県労働

局長の当該業務に係る免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う当該業務に

係る技能講 習を修了した者その他厚生労働省令で定める資格を有する者でなければ、当該業務

に就かせてはならない。 

第２項 前項の規定により当該業務につくことができる者以外の者は、当該業務を行なつてはなら

ない。 

第３項 第一項の規定により当該業務につくことができる者は、当該業務に従事するときは、これ

に係る免許証その他その資格を証する書面を携帯していなければならない 

第４項 （略） 

 

○労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号） 第20条（就業制限に係る業務） 

第１項 法第61条第１項の政令で定める業務は、次のとおりとする。 

 

○労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号） 第41条（就業制限についての資格） 

第１項 法第61条第１項に規定する業務につくことができる者は、別表第三の上欄に掲げる業務の

区分に応じて、それぞれ、同表の下欄に掲げる者とする。 

 

就業制限に係る業務についての詳細は、厚生労働省 職場のあんぜんサイトホームページより確

認することができます。適宜、最新の情報を確認ください。 

  

「就業制限に係る業務」 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo46_1.html 

 

②労働安全衛生法施行令第 20 条並びに労働安全衛生規則第 41 条及び別表 3 に定める就業制限業務一

覧表 

就業制限業務 必要な資格 

発破作業 発破技師の免許等 

制限荷重が１ｔ以上

の揚貨装置の運転 

揚貨装置運転士の免許 

ボイラー（小型ボイ

ラーを除く）の取扱

い 

特級ボイラー技士、一級ボイラー技士又は二級ボイラー技士の免許若しくは

ボイラー取扱技能講習の修了（一定の業務に限る） 

ボイラー（小型ボイ

ラーを除く）又は第

特別ボイラー溶接士又は普通ボイラー溶接士の免許（資格により溶接できる

ものが異なる） 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo46_1.html
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就業制限業務 必要な資格 

1種圧力容器の溶接 

ボイラー又は第 1種

圧力容器の整備 

ボイラー整備士の免許 

つり上げ荷重が５ｔ

以上のクレーン（跨

線テルハを除く）の

運転 

クレーン・デリック運転士の免許又は床上操作式クレーン運転技能講習の修

了（床上操作式クレーンに限る） 

つり上げ荷重が１ｔ

以上の移動式クレー

ンの運転 

移動式クレーン運転士の免許又は小型移動式クレーン運転技能講習の修了

（つり上げ荷重が５ｔ未満のものに限る） 

※道路交通法（昭和 35年法律第 105号）第２条第１項第１号に規定する道

路（以下「道路」という。）上を走行させる運転を除く。道路上の走行

は、同法第 84条（運転免許）第１項による免許の取得が必要） 

つり上げ荷重が５ｔ

以上のデリックの運

転 

クレーン・デリック運転士の免許 

潜水器を用いる潜水 潜水士の免許 

ガス溶接等の作業 ガス溶接作業主任者の免許又はガス溶接技能講習の修了等 

最大荷重が１ｔ以上

のフォークリフトの

運転 

フォークリフト運転技能講習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

機体重量が３ｔ以上

の整地・運搬・積み

込み用又は掘削用の

車両系建設機械の運

転 

車両系建設機械（整地・運搬・積み込み用及び掘削用）運転技能教習の修了

等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

機体重量が３ｔ以上

の基礎工事用の車両

系建設機械の運転 

車両系建設機械（基礎工事用）運転技能教習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

機体重量が３ｔ以上

の解体用の車両系建

設機械の運転 

車両系建設機械（解体用）運転技能教習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

最大荷重が１ｔ以上

のショベルローダー

又はフォークローダ

ーの運転 

ショベルローダー等運転技能講習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

最大積載荷重が１ｔ

以上の不整地運搬車

不整地運搬車運転技能講習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免
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就業制限業務 必要な資格 

の運転 許）第１項による免許の取得が必要 

作業床の高さが１０

ｍ以上の高所作業車

の運転 

高所作業車運転技能講習の修了等 

※道路上を走行させる運転を除く。道路上の走行は、同法第 84条（運転免

許）第１項による免許の取得が必要 

つり上げ荷重が１ｔ

以上のクレーン、移

動式クレーン等の玉

掛け作業 

玉掛け作業技能講習の修了等 

（出典：厚生労働省 「職場のあんぜんサイト」） 

 


